


序　　　　　文

　国際協力事業団は、カンボジア王国政府の要請を受け、平成14年１月に第１次短期調査、同年

５月に第２次短期調査を実施し、その調査報告を踏まえて平成 14 年 12 月 15 日から 24 日まで、

国際協力事業団国際協力総合研修所国際協力専門員 時田 邦浩 氏を団長とする実施協議調査団を

現地に派遣しました。

　同調査団は、カンボジア王国政府関係者とプロジェクト実施のための協議を行い、討議議事録

（R／D）の署名・交換を行いました。その結果、本プロジェクトを平成15年４月１日から３年

間の計画で実施することとなりました。

　本報告書は同調査団による協議結果を取りまとめたものであり、今後、本プロジェクトの実施

にあたり広く活用されることを願うものです。

　終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表し

ます。

　平成 15 年２月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際協力事業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　　鈴木　信毅
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第１章　実施協議の概要
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第１章　実施協議の概要

１－１　実施協議調査団派遣の経緯と目的

（1）調査団派遣の経緯

　カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）は、肥沃な土壌と水資源に恵まれ、全就業

人口の約 84％が農林水産業に従事しており、国内総生産（GDP）の約 40％を同産業が占めて

いる。1960 年代には農業が発展して食糧自給を達成し、輸出を行うほどであったが、1970 年

代以降約 20 年にわたる内戦による影響で、国土が荒廃し、生産年齢人口も減少したことから

農産物の生産性は著しく減少した。その影響は現在も様々な側面で残っているが、国際機関や

NGO などの支援により生産性も徐々に回復している。

　農業のなかでも特に稲作は基幹作物であり、全作付面積の約90％を占めている。しかしなが

ら、単位面積当たりの籾収量は国平均で約1.9ｔ／haと周辺国と比較しても低い水準にある。

　このような状況のなかでカンボジア政府は、1960年代に「日本・カンボジア友好農業技術セ

ンター」として日本国政府が協力実施したサイトであるバッタンバン州の「トゥルサムロン農

業技術センター」を中心とした、稲作の生産性向上を目的とした技術協力プロジェクトを要請

してきた。

　上記要請を受け、国際協力事業団（JICA）は、2001年１月から１か月間個別専門家を派遣、

同年４月にプロジェクト形成調査を実施した。その結果、要請された内容をそのまま実施する

のは困難と判断し、実施し得るプロジェクトの形態として、「ベクチャン農業試験場を拠点と

し、優良種子の増殖体制を確立し、現場農家での実証、展示を通じた普及を図る」案が提案さ

れた。この提案に基づき、2002年１月に第１次短期調査団、同年５月に第２次短期調査団が派

遣され、プロジェクトの基本計画について合意がなされたところである。

（2）調査団派遣の目的

　技術協力プロジェクト開始にあたり、第１次及び第２次短期調査に基づき、カンボジア政府

関係機関、関係者とプロジェクト実施のための最終協議を行い、お互いの実施責任を明らかに

し、討議議事録（R ／ D）、ミニッツを作成、署名・交換する。

〈短期調査結果〉

（1）第１次短期調査

　2001年１月から１か月間の個別専門家の派遣、及び同年４月に実施されたプロジェクト形

成調査の結果を受けて、基本計画の作成を行うことを目的として実施された。
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1） プロジェクトの方向性

　本プロジェクトを実施するにあたり、下記の事項を考え方の土台とする。

a） 農民参加型により、農民のニーズや考え方を十分に理解し、プロジェクト活動

に取り入れる。

b） プロジェクト活動の実施は自立発展、将来展開を見据えて、国レベルと州レベ

ルとの連携の下に行う。

c） 現在カンボジアに存在する研究所や組織、活動中のNGO等の経験や知識を十分

に活用する。

2） プロジェクト基本計画

a） 案件名：コンピンプイ地域における農民の農業生産改善計画（仮称）

b） 実施機関：農林水産省農業・農地改良局

c） ターゲットグループ：バッタンバン州コンピンプイ地域の農民

d） 上位目標：農民の農業所得が向上する

e） プロジェクト目標：農業生産の品質、収量が向上し、維持される

f） 成　果　

①　ニーズに合った水稲種子が選抜され、農民へ供給される

②　コンピンプイ地域に適した稲作技術が改善される

③　営農体系とそれに関連する技術が改善される

④　改善された技術や知識が農民へ普及される

g） 実施体制　

①　プロジェクトダイレクター：農林水産省農業・農地改良局長

②　プロジェクトマネージャー：バッタンバン州農林水産局長

3） 留意事項

a）　対象エリアは多雨地域に比べれば、特に乾期は水源確保が困難である。したがっ

て限られた水源を有効活用する無理のない活動を検討すべきである。

b）　対象エリアで栽培されている在来品種は、高価格米として同州及びプノンペンで

栽培されており、農民の志向も強く市場競争力も高い。したがって、在来品種を中

心とした活動を行うべきである。

c）　国全体では余剰米が出るなど、コメはタブついており、市場の価格も低迷してい

る。農民の所得向上を考慮し、稲作特化からの脱却を視野に入れた活動を行うべき

である。
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（2）第２次短期調査

　第１次短期調査の結果をレビューし、プロジェクト基本計画の見直し、プロジェクトド

キュメントの作成を目的として実施された。

1） プロジェクト基本計画

a） 案件名：バッタンバン農業生産性強化計画

b） 実施機関：農林水産省農業・農地改良局

c） ターゲットグループ：コンピンプイ地域の農民（土地なし農民も含む）

d） プロジェクト・サイト

①　プロジェクト事務所：べクチャン農業試験場

②　現場事務所：コンピンプイ農業開発センター

e） 協力期間：３年間

f） 上位目標：バッタンバン州の農業生産が向上する

g） プロジェクト目標：農民の積極的参加を通じて、コンピンプイ地域の農民の農業

生産性が向上する

h） 成　果　

①　優良な水稲種子が生産され、地域農民に供給される

②　コンピンプイ地域に適するような稲作技術が改善される

③　水稲を基幹とする農産物の多角化を含む営農体系が改善される

④　農民が改善された農業技術や営農体系を導入する

i） 実施体制

①　プロジェクトダイレクター：農林水産省農業・農地改良局長

②　プロジェクトマネージャー：バッタンバン州農林水産局次長

j） 投入計画

①　日本側投入

・長期専門家：チーフアドバイザー、稲作、営農／農家経営、農民組織、普及、

　　　　　　　業務調整の６分野、４名

・短期専門家：農村社会経済、灌漑、農産物物流

・必要機材の供与：車両、事務用機材、農業器具（ハンドトラクター）など

・カウンターパート（C／ P）研修

②　カンボジア側投入

・カウンターパートの配置

・施設・設備・資機材の提供

・ 事業運営経費
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2） 留意事項

a） 協力期間

　2003 年４月１日から 2006 年３月 31 日の３年間とする。

b） プロジェクトの流れ

　開始後３～６か月でベースライン調査を行い、詳細計画を作成し、その後の期間

で計画を実施する。なお、３年間としたのは、本プロジェクトが現場型の活動を想

定しており、NGO等との連携により活動量からみても十分達成可能であると判断さ

れること、協力後は相手方の自立発展性を期待していること、2003年に実施が予定

されている国連食糧農業機関（FAO）のプロジェクトが３年間を想定していること、

等による。

c） 他団体との現場レベルでの連携

　バッタンバン州農林水産局がイニシアティブをとって、NGO関係者、地域農民、

政府関係機関職員から成る「バッタンバン農業・農村ネットワーク（Battambang

Agriculture and Rural Network）」を結成することに合意。現地で活動している各団

体との情報交換・調整を行うことを目的とし、将来的にはプロジェクト成果の州内

への波及を担うことが期待される。

１－２　調査団の構成

　実施協議調査は以下のメンバーにより実施された。

担　当 氏　名 所　　　属

団長／総括　　時田　邦浩　　国際協力事業団　国際協力総合研修所　国際協力専門員

営　農　　　　飯野　和政　　農林水産省　生産局総務課国際室　協力指導係長

協力計画　　　中村　貴弘　　国際協力事業団　農業開発協力部　農業技術協力課
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１－３　調査日程

日順 月日

１ 12月 15日

２ 12月 16日

３ 12月 17日

４ 12月 18日

５ 12月 19日

６ 12月 20日

７ 12月 21日
８ 12月 22日

９ 12月 23日

10 12月 24日

調査内容

移　動
JICAカンボジア事務所打合せ
日本国大使館表敬
農林水産省協議
移　動
バッタンバン州農林水産局協議
ベクチャン農業試験場視察
バッタンバン州知事表敬
コンピンプイ農業開発センター視察
バッタンバン州農林水産局協議
移　動
農林水産省協議
水資源気象省表敬
農林水産省最終協議
R／D、ミニッツの署名・交換
FAO報告
プロジェクト実施計画（予算）作成
資料整理
日本国大使館表敬
JICAカンボジア事務所報告
移　動
移　動

行程・宿泊地

成田→バンコク→プノンペン

プノンペン

プノンペン→バッタンバン

バッタンバン

バッタンバン→プノンペン

プノンペン

プノンペン
プノンペン

プノンペン→バンコク

バンコク→成田

１－４　主要面談者

（1）カンボジア側

1） 農林水産省（MAFF）

TENG LAO Under Secretary of State

KOUM SARON Director General

KITH SENG Director, Planning, Statistics and International Cooperation

Nuth Sakhan Director, Department of Agronomy and Agricultural Land Improvements

TUOT SARABUTH Deputy Director, Department of Planning Statistics and International

Cooperation

藤定　光太郎 JICA 専門家

2） 水資源気象省（MOWRAM）

VENG SAKHON Under Secretary of State
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3） バッタンバン州政府

Prach Chan Governor of Battambang

Seang Chhoeurth Deputy Director of PDAFF

Chhim Vichara Chief, Agronomy Office

Khath Borin Chief, Kamping Puoy Agricultural Development Center

4） カンボジア開発評議会（CDC）

Heng Sokun Director, Bilateral Aid Coordination Department

DIM KIMHON Bilateral Aid Coordination Department

（2）日本側

1） 在カンボジア日本国大使館

小川　郷太郎 特命全権大使

篠原　勝弘　　　　　公　使

植田　康成　　　　　一等書記官

渡辺　祐二　　　　　二等書記官

2） JICA カンボジア事務所

力石　寿郎　　　　　所　長

原　　智佐　　　　　次　長

安達　　一　　　　　企画調査員

野々口　敦子　　　　企画調査員

功能　聡子　　　 企画調査員

１－５　実施協議の結果

（1）基本計画について

　第１次短期調査及び第２次短期調査の合意内容を受けて、より効果的なプロジェクト実施・

モニタリングを行うために相手側と協議し、基本計画について合意した（詳細は付属資料３．

のR／Dに記載のとおり）。主なポイントについては、以下のとおりである。なお、第２次短

期調査から基本計画の表現について訂正を行ったが、方向性の大きな変更は行っていない。

1） プロジェクト目標

「農民の積極的な参加を通じてコンピンプイ地域の協力農家の農業生産性が向上し、生計
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が安定する」

　第２次短期調査時に合意された「農業生産性の向上」について、その結果としてめ

ざすもの（「生計の安定」）、及びこのプロジェクトのなかでのターゲットグループ

（「協力農家」）を、より明確にした。

　なお、協力農家については、プロジェクト開始後に実施される調査によりその範囲

を決定する。

2） 上位目標

「ア．コンピンプイ地域の農家の生計が安定する」

「イ．バッタンバン州の農業生産性が向上する」

　ア．については、プロジェクト目標において、協力農家の生計の安定をめざし、プ

ロジェクト終了後４～５年で州政府や現地NGOなどの支援を受けながら、農家自身

が移転された技術を他の農家に移転することにより、コンピンプイ地域の全農家の生

計が安定化することを目標としている。

　また、イ．については、プロジェクトのなかで提案された技術を、州政府及び農林

水産省がバッタンバン州全域に普及することにより、結果として州の農業生産性が向

上することを目標としている。

　上位目標を２つにすることで、プロジェクト終了後の役割（協力農家、州政府、NGO

など）とその仕組みが整理された。

3） 成　果

０　対象地域の現状が把握される

１　稲生産技術が改善される

２　協力農家の農作物の営農体系が改善される（多角化を含む）

３　農民グループによる活動が促進される

　成果０については、プロジェクトの開始後６か月間で対象地域の状況を把握し、そ

れに基づき、詳細な活動計画を作成することを目的としている（第１段階）。このなか

で、個々の活動に対するターゲットグループ（「協力農家」）を具体化するものであり、

残りの期間が実質的活動期間となる（第２段階）。この２段階にプロジェクトを進める

方法は、第２次短期調査時に提案されたもので、調査に６か月の期間を費やすため、

基本計画のなかの成果として、明確に位置づけたものである。この調査が本プロジェ

クト実施上の前提となるため、あえて成果０とした。

　成果１は、第１次、第２次短期調査のなかで提案されてきた、「水稲種子生産及びそ
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の他稲作技術改善」及び「その普及」までを１つの成果としてまとめたものである。

なお上位目標のところでも明記したとおり、将来的にバッタンバン州内でプロジェク

トにより紹介された技術が活用されることを考えており、ここでの稲作技術とは、高

価な機材を用いるものや普及が難しい高度な技術は想定していない。

　成果２については、第１次、第２次短期調査のなかで提案されてきたものである。

なお、ここでの営農体系の改善とは、例えば裏庭や空き地などを活用した野菜栽培や、

ため池などでの小規模の魚の養殖などのことであり、あくまで、農家の生計を安定さ

せる１つの手段としてとらえている。

　成果３については、農村女性のエンパワーメントや、水利組合の設立・強化など、

第２次短期調査において、その必要性が指摘されたものを、より明確に成果として位

置づけたものである。特に、農民をいかに本プロジェクト及びその他NGO等により

現地で行われている（又は、行われる予定の）活動に参加させるかは、対象地域の発

展に極めて重要な点である。なお、具体的な活動計画については、プロジェクト開始

後の調査結果に基づき決定される。

4） 対象地域

　当初の予定どおり灌漑リハビリが実施・計画されている23村を対象地域とした。しか

し、FAOのプロジェクトで実施予定の2,200haについては実施が決定されていないこと

から、実施されない場合は2,200ha を除く部分を対象村とすることを、ミニッツにて合

意した（州政府によると、近年の気象の影響によりダムの容量が不足するなか、改修を

進めるのは困難であるため実施の最終決定がなされていないのではないか、との話もあ

り、今後の見通しは不明である）。

（2）その他プロジェクト実施に係る主要な協議事項

1） カンボジア側のイニシアティブ

　本プロジェクトの対象となる地域では、多くのNGOやドナーがプロジェクトを実施して

おり、カンボジア政府及び州政府が積極的に調整を行うことが、対象地域の発展のためには

必要不可欠であることを再三にわたりカンボジア側に説明した。なお、これらの調整を行う

ために、第２次短期調査において合意された「バッタンバン農業・農村ネットワーク」を州

政府のイニシアティブの下に設置することについても、再度確認を行った。

2） 合同調整委員会（JCC）のメンバーについて

　実施協議調査団が最初に提示した R ／ D（案）では、SPFS（Special Program for Food
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Security：FAO が支援しているカンボジアの National Program）の代表者が合同調整委員会

（JCC）のメンバーに加わることが明記されていなかったため、相手側ともその必要性を確認

し、明記した（FAO本部において意見交換し、情報交換のため代表者をメンバーとして参加

させることで調整している）。また、本プロジェクトでは成果３の活動で「農村女性エンパ

ワーメント」を含めるなど、ジェンダーの視点が重要となるため、女性・退役軍人省（Ministry

of Womens’and Veterans’Affairs）をメンバーとして追加した。

3） 運営委員会（Steering Committee）のメンバーについて

　上記 1）と同様の理由で、バッタンバン州女性・退役軍人局（Provincial Department of

Womens’ and Veterans’ Affairs ）を、また、農村開発を担当しているバッタンバン州地方開

発局（Provincial Department of Rural Development）を運営委員会のメンバーに追加すること

とした。

4） カウンターパート及び機材・基盤整備について

　カウンターパートの候補者を確認し、９名（うち２名が普及員）のリストをミニッツに添

付した（付属資料３．ミニッツの ANNEX4 参照）。

　また、現在考えられる必要な機材・基盤整備についても、相手側からのリクエストという

位置づけでミニッツにリストを添付した。機材については、基本的に短期調査時から想定さ

れているものであり、大きな変更はない。

　基盤整備は、第２次短期調査の計画どおりコンピンプイ農業開発センターの整備（研修

室、乾燥場、倉庫兼調整室の整備）に加えて、5）にも記載するとおり、ベクチャン農業試

験場のプロジェクト事務所として使用する部分の改修を行うこととした。これは、パーティ

ションの設置や電気配線の整備などであり、大規模な施設の建設などは行わない。

5） プロジェクト事務所について

　当初の予定どおり、コンピンプイ農業開発センター（イタリア政府の支援で建設予定で

あった施設で、当初予算分は完成しており、圃場においても栽培試験が実施されている。以

前はコンピンプイ農業試験場と呼ばれていたが、研修や展示圃場など多機能の施設とするた

め、この名称となった）に現場事務所、ベクチャン農業試験場にプロジェクト事務所を設置

することで合意した。

　ベクチャン農業試験場のプロジェクト事務所については、普及事務所のコンプレックスに

ある研修室の使用が考えられていたが、先方から現在使用している農業室の事務所を活用す

ることが提案された。一方、プロジェクト専用の施設を用意したいということで、カウン
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ターパート以外の職員を研修室に移動させるという意見が出された。

　協議の結果、プロジェクトを実施するうえで、カウンターパート以外の職員も含めて１つ

の施設に収まっていた方が円滑かつ効果的な技術移転ができることから、電話回線のある２

階建ての農業室の事務所にプロジェクト事務所を設置し、共用することとした。なお、一部

施設内部の改修が必要であるが、大規模なものではない。

6） プロジェクト現地運営経費について

　協議のなかで、カンボジア側の2003年度予算に本プロジェクトのOperation Costが含まれ

ていないことが明らかになった。これについては、2003年度予算の見直しを行うときに経常

予算に含めることを、ミニッツのなかで明確にし、合意した。また、コンピンプイ農業開発

センターの一部独立採算制の導入についても再度ミニッツで確認した。そのうえで、必要で

あれば日本側が一部の経費を負担することも明記した。

１－６　プロジェクト実施上の懸案事項

（1）日本側の経費負担

　カンボジア政府の財政状況を勘案すると、カウンターパート出張時の旅費負担なども考慮す

る必要がある。ただしJICAカンボジア事務所から政府に公務員給与の見直しを促すとともに、

補填を漸減するように他のドナーと連携する必要性は高い。

（2）プロジェクトの立ち上げ

　プロジェクトの開始は４月であるが、新年の休暇があるため、基盤整備など設計及び積算準

備を早めにしておく必要がある。また、雨期作が６月に始まるため試験実施計画は着任後すぐ

に取りかかる必要がある。

　農村調査にあたっては７月に選挙が控えていることから、８月に実施できるよう準備を進め

る必要がある。地方でのプロジェクトであるため首都での準備作業が多いと予測されることか

ら、JICA カンボジア事務所からの特別な支援が期待される。



第２章　事前評価表
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

担当部課；農業開発協力部農業技術協力課

案件名：バッタンバン農業生産性強化計画

　　　　（Battambang Agricultural Productivity Enhancement Project：BAPEP）

実施国：カンボジア　　　　　　　　　　　　実施地域：バッタンバン州コンピンプイ地域

プロジェクト実施予定期間：2003 年４月１日～ 2006 年３月 31 日

Ⅰ．プロジェクト要請の背景

　カンボジアは、長きにわたり内戦及び政治的混乱が続いたが、1991 年にパリ和平協定が締

結され、カンボジア政府が成立した。その後1998年に総選挙が実施され、新政権の樹立によ

り国内は安定し、国家の復興と開発に力を注いでいる。

　同国では、全人口の約84％が農林水産業に従事し、国内総生産（GDP）の約40％を占めて

いる。特に稲は基幹作物で、作付面積の約 90％を占めている。しかしながら、灌漑施設の不

足から天水依存の雨期作が主体となっており、天候の影響を受けやすく不安定で、籾の単位面

積当たりの収量は平均で約1.9ｔ／haと極めて低い水準にある。このような状況下で依然とし

て多くの農民が貧困のなかで生活しており、地域における農業の改善が急務である。

　これを受けて、カンボジア政府は農業技術の改善、及び農家への技術普及を行うことを目的

とした技術協力プロジェクトを要請してきた。

　国際協力事業団（JICA）は、2001年１月から１か月間個別専門家を派遣、また同年４月に

はプロジェクト形成調査を実施した。その結果、農業生産のポテンシャルが高く、稲作におい

ても国内で主要な位置づけにあるバッタンバン州において「ベクチャン農業試験場を拠点と

し、優良種子の増殖体制を確立し、現場農家での実証、展示を通じた普及を図る」案が提案さ

れた。この提案に基づき、2002 年１月に第１次短期調査団を派遣し、さらに、同年５月に第

２次短期調査団を派遣してプロジェクトの枠組みづくりを行った。

Ⅱ．相手国実施機関

１．責任監督機関：農林水産省

２．実施機関：農林水産省農業･農地改良局、バッタンバン州農林水産局

Ⅲ．プロジェクトの概要及び達成目標

１．達成目標

１－１　プロジェクト終了時の達成目標（プロジェクト目標）

　「農民の積極的な参加を通じてコンピンプイ地域の協力農家の農業生産性が向上し、生計が

安定する」ことに置く。対象エリアは、日本政府、NGO、国際機関などにより計画・実施され

ている灌漑施設リハビリの受益を受ける 23 村とし、想定される指標は次のとおりである。
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ア．協力農家当たりのコメ収量

イ．協力農家のコメの品質

ウ．協力農家当たりの農産物作目数（家禽、魚などを含む）

　ただし、プロジェクト開始後に社会経済調査を行い再度検討する。

１－２　協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

ア．コンピンプイ地域の農家の生計が安定する

イ．バッタンバン州の農業生産性が向上する　

２．成果･活動

　本プロジェクト実施にあたっては、活動を２段階に分けて行う。

〈第１段階（開始後６か月間）〉

　対象エリアの社会経済状況を把握し、地域や農民の現状、問題点、農民のニーズや考え方を

明らかにする（NGOとの連携を検討）。結果に基づき、活動ごとに対象農家、農民グループを

選定し、詳細な活動計画を策定する。

〈第２段階（その後の期間）〉

　策定された活動計画を実施する。基本的な方法としては、行政官や普及員に対し技術移転を

行いながら、協力農家とともに Farmers Field School（実証圃場において複数の農家を集め、

共に活動を進めながら技術移転を行う手法）を進め、指導を受けた農家が近隣農家に技術を広

めていくことで、対象エリア全域への技術の波及を行う。また、水利組合の設立、再編を促

し、基本的な維持管理運営を支援する。その他の農民組織については、調査結果から農民主導

で行えるものについて協力する。なお、本プロジェクトでは、州政府のイニシアティブにより

地域農家、政府関係者、NGO等から成る「バッタンバン農業・農村ネットワーク」を設置し、

プロジェクト期間中の連携の枠組みとし、プロジェクト成果の州内への波及を担う。

０　　対象地域の現状が把握される

0-1　社会経済調査を実施する

0-2　灌漑システムの現況調査を実施する

0-3　農産物流通・マーケット調査を実施する
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１　　稲生産技術が改善される

1-1　農家のニーズに基づき水稲品種を選定する

1-2　協力農家において選定された水稲優良種子を増殖し、農家へ供給する

1-3　稲生産技術の改善を行う（水稲二期作、圃場水管理、収穫後処理を含む）

1-4　稲生産技術を実証展示し、協力農家へ普及する

1-5　稲作栽培について行政関係者への研修を行う

　

２　　協力農家の農作物の営農体系が改善される（多角化を含む）

2-1　多角化メニューを作成する（コメ以外の作物、小規模な水産、家畜を含む）

2-2　協力農家とともに営農体系を計画・実施する

2-3　営農について行政関係者への研修を行う

３　　農民グループによる活動が促進される

3-1　農民参加のための啓発活動を実施する

3-2　農村女性のエンパワーメントを支援する

3-3　水利組合の形成支援・組織強化研修を実施する

3-4 　NGO により運営されている農村金融プログラム等を活用する

3-5　参加型開発について行政関係者への研修を行う

３．投入予定

３－１　日本側

（1）長期専門家：合計４名

チーフアドバイザー／営農、業務調整／研修、栽培／農業普及、農民組織／参加型開発

（2）短期専門家：農村社会経済、灌漑、農産物流通の３分野をそれぞれ１名（初年度のベー

スライン調査実施中）、２年度以降は必要に応じ派遣する。

（3）研修員受入れ：実施期間中に数名程度

（4）機材供与：調査用車両、コピー機、通信機、調査試験機材、耕耘機等農業機械（約2,000

万円）

（5）基盤整備：コンピンプイ農業開発センターの研修室、乾燥場、調整室、発電装置等の

整備並びにベクチャン農業試験場の改修（約 800 万円）

（6）活動実施費用の一部負担：専門家が行う活動にとって重要と判断された場合
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３－２　カンボジア側

（1）カウンターパートを最低６名、及び普及員、アシスタント、事務要員を必要に応じて

配置する。

（2）ベクチャン農業試験場及びコンピンプイ農業開発センターの施設とその圃場を提供す

る。

（3）水道、電気、国内通信など基本的プロジェクト運営費用

（4）日本人長期専門家及びその家族に対する免税、その他の外国人特権の付与

４．実施体制

（1）Project Director：農林水産省農業・農地改良局長

（2）Project Manager：バッタンバン州農林水産局次長

（3）運営機関：「合同調整委員会」及び「運営委員会」を設置し、プロジェクト全体の進捗

管理を行う。

（4）連携調整機関：「バッタンバン農業・農村ネットワーク」を州のイニシアティブで設置

し、コンピンプイ地域を含むバッタンバンの農業・農村開発の連携調整を図る。

（5）事務所

プロジェクト事務所：ベクチャン農業試験場

現場事務所：コンピンプイ農業開発センター

〈合同調整委員会〉

Ａ．機　能：

・年間作業計画（Annual Work Plan）を検討、承認する。

・年間作業計画に基づき、プロジェクトの進捗状況、年間経費及び達成状況の確認を行う。

・プロジェクトに関連する主要な問題について意見交換を行い、対応を検討する。

Ｂ．構成メンバー：

議長：農林水産省次官

カンボジア側メンバー：

農林水産省農業・農地改良局長、農林水産省計画・統計・国際協力局長、農林水産省

農業普及局長、水資源気象省代表者、地方開発省代表者、経済財務省代表者、女性・

退役軍人省、カンボジア開発評議会（CDC）代表者、Special Program for Food Security

（SPFS）代表者、バッタンバン州農林水産局長、Project Manager（バッタンバン州農

林水産局次長）
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日本側メンバー：

チーフアドバイザー／営農、業務調整／研修、JICAカンボジア事務所長、関係JICA

専門家

オブザーバー：

日本国大使館代表者（その他、議長が認める者）

Ｃ．開催場所・時期：プノンペンにて最低、毎年１回

〈運営委員会〉

Ａ．機　能：

・年間作業計画を作成し、合同調整委員会に報告する。

・プロジェクト活動の調整・モニタリングを行う。

Ｂ．構成メンバー：

議　長：農林水産省農業・農地改良局長

副議長：チーフアドバイザー／営農

カンボジア側メンバー：

バッタンバン州農林水産局長、Project Manager（バッタンバン州農林水産局次長）、

プロジェクト・チームの各部門代表者、バッタンバン州水資源気象局代表者、バッタ

ンバン州女性・退役軍人局代表者、バッタンバン州地方開発局代表者

日本側メンバー：

業務調整／研修及び各専門家、JICAカンボジア事務所代表者

オブザーバー：議長が認める者

Ｃ．開催場所・時期：バッタンバン州にて最低、年２回

Ⅳ．評価結果（実施決定理由）

　カンボジアでは全人口の 84％が農林水産業に従事し、多くの農民が貧困のなかで生活をし

ている。コメの増産・質の改善、生産物の多角化は農民が貧困から脱却する基盤を整える意味

で極めて重要である。バッタンバン州は農業のポテンシャルが高く、国内でも主要な位置づけ

である。また、現地で活動しているNGO等との連携を進めることから効率的・効果的な活動

を行うことができる。こうしたことから、妥当性は高い。

　投入面では、プロジェクトの自立発展可能性を考慮し、プロジェクト実施のための必要最低

限度の内容となっている。
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　カンボジアでは復興のための政策、制度、経済、技術、社会面での枠組みづくりやインフラ

整備が先行しているが、地方における技術協力プロジェクトは数少ない。その意味で本プロ

ジェクトは、今後の農村振興に対し、重要な方向性を示すことが期待できる。

　カンボジアでは、依然として内戦の影響が残っており、同国特有の人材不足と財政問題が自

立発展の大きな阻害要因となっている。しかし、本プロジェクトにおけるそれぞれの活動が、

自ら維持・発展していく原動力となることが期待できる。

Ⅴ．外部要因リスク

１．国連食糧農業機関（FAO）、関連NGOなどと調整がなされること。

２．コンピンプイ地域に深刻な洪水や旱魃などの被害が発生しないこと。

３．カンボジア農業研究・開発研究所（Cambodian Agricultural Research and Development

Institute：CARDI）が継続して原種、原原種を生産供給すること。

４．政権が安定し、政府の農業方針がプロジェクトの実施を妨げないこと。

Ⅵ．今後の評価計画

１．プロジェクト開始時評価

　プロジェクトの開始にあたり、社会経済調査を実施し、その結果を基に活動を行う村落の決

定、村落ごとの具体的活動内容、プロジェクト実施にかかわる外部条件及び目的達成度の評価

指標の設定について再確認を行う。この段階でプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

を再検討し、中間・事後評価における基準として使用する。

２．終了時評価

　終了時評価では、プロジェクト開始時に決定されたPDMに示された各指標について、ベー

スライン・データとの比較を行って評価する。したがって、各指標については、ベースライン・

データを基にプロジェクト開始後の変動を定期的にモニターする必要がある。

３．評価体制

　各部門を担当する日本人専門家とカウンターパートが一体となって計画の進捗状況、問題点

を把握し、定期的にプロジェクト・チーム内で意見交換、問題の分析・評価・問題解決の検討

を行う。最低、毎年２回、「運営委員会」へ報告し、毎年１回、「合同調整委員会」へ報告する。

終了時は合同評価とし、評価結果は関係機関に公表する。



第３章　プロジェクトドキュメント
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１．序　説

　カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）は、インドシナ半島の中心に位置する面積

18万1,000km2、人口約1,140万人（1998年国勢調査）の国である。国土の大半は平野で、そのほ

ぼ中央にメコン川が南北に流れている。

　カンボジアは、1953 年にフランスから独立後、一定の繁栄を享受し、1970 年に王制を廃止し

て共和制に移行したが、1976 年に始まったポルポト政権下の内戦及び政治的混乱は国土を破壊

し、疲弊させた。1990年代に入り、国際社会のカンボジア和平に向けた努力が活発になり、1991

年、パリ和平協定が締結され、1993 年には国連貿易開発会議（UNCTAD）の下でフンシンペッ

ク党（ラナリット第一首相）と人民党（フン・セン第二首相）との連立政権によるカンボジア王

国が成立した。

　その後1997年には再び両党間の激しい衝突が発生したが、民主政権の樹立を強く求める国際社

会の運動に応えて1998年に総選挙が実施され、フン・セン首相の率いる人民党が過半数を制して

フンシンペック党との連立政権を組むに至った。この新政権の樹立により国内は安定し、2001年

には「第２次社会経済開発５か年計画」（SEDPⅡ、2001 ～ 2005）の実施に入った。

　今後、カンボジアの経済基盤の安定化と経済成長を図るうえで最も重要な産業は農業である。

カンボジアはメコン水系に開けた肥沃な土壌と水資源に恵まれ、全人口の約84％が農林水産業に

従事しており、国内総生産（GDP）の約 40％を同産業が占めている。

　かつて、1960 年代には農業が発展して食糧自給を達成し輸出を行うほどであったが、1970 年

代以降約20年にわたる内戦による影響で国土が荒廃し、生産年齢人口も減少したことから農産物

の生産性は著しく減少した。その影響は現在も様々な側面で残っているが、国際機関やNGOな

どの支援により生産性も徐々に回復している。

　農業のなかでも特に稲作は基幹作物であり、全作付面積の約90％を占めており、灌漑施設の不

足から天水依存の雨期一期作が主体となっている。したがって、作柄は天候の影響を受けやすく、

単位面積当たりの籾収量は国平均で約1.9ｔ／haと周辺国と比較しても低い水準にある。こうし

たなか、依然として多くの農民が貧困のなかで生活しており、地域における農業の改善が急務で

ある。

　日本政府は、このような歴史のカンボジアに対し、パリ和平協定締結後の1992年、日本初の平

和維持部隊を派遣、その後の同国支援会合において中心的役割を果たすなど、カンボジアの復興

開発に積極的な支援を行ってきている。また、1970年代以降中断していた援助も再開し、カンボ

ジア政府との政策対話等による緊密な協議を通じて「第２次社会経済開発５か年計画（SEDPⅡ）」

や、「貧困削減戦略ペーパー（PRSP）１」。の内容を十分踏まえて協力を行っているところである。

１　被援助国政府のオーナーシップの下、各ドナー、NGO、市民社会、民間セクター等の幅広い関係者が参画して作成する、貧困削

減に焦点を当てた当該国の開発重点課題とその対策を包括的に述べた経済・社会開発計画。
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　カンボジア政府は、1960年代に「日本・カンボジア友好農業技術センター」として日本国政府

が協力実施したサイトである、バッタンバン州の「トゥルサムロン農業技術センター」に対し、

優良水稲種子の選抜・育種・研究、栽培管理、土壌・肥料管理、病虫害管理、農業機械管理、水

管理などにより、雨期一期作に頼り、単位面積当たりの籾収量の少ない稲作の生産性向上のため

の技術改善、及び周辺農家への技術普及を行うことを目的とした技術協力プロジェクトを要請し

てきた。

　この要請を受け、国際協力事業団（JICA）は、2001年１月から１か月間個別専門家を派遣、ま

た同年４月にはプロジェクト形成調査を実施した。その結果、要請された内容をそのまま実施す

るには困難な問題があり、当初の要請内容を基に、協力の内容を整理する必要があると判断され、

実施し得るプロジェクトの形態として、「ベクチャン農業試験場を拠点とし、優良種子の増殖体

制を確立し、現場農家での実証、展示を通じた普及を図る」案が提案された。この提案に基づき、

JICAは、2002年１月６日から23日の期間で第１次短期調査団を派遣し、さらに、同年５月２日

から７月 16日まで第２次短期調査団を派遣した。

　本プロジェクトドキュメントは、これまでの調査団の調査結果とカンボジア側との協議の結果

を基に作成されたものであり、プロジェクト実施の背景、対象開発課題とその現状、プロジェク

トの戦略、プロジェクトの基本計画及びその総合的実施妥当性について記載したものである。

２．プロジェクト実施の背景

２－１　当該国の社会情勢等

　カンボジアは本来、メコン水系に開けた肥沃な土壌と水資源に恵まれた、農業を基幹産業とし

た国家であり、1960 年代には食糧の自給を達成し、コメやゴムの輸出を行っていた。しかし、

1970年代からの長期にわたる内戦と混乱により、農業施設等生産手段の破壊、技術者・知識人を

含めた人材の喪失、労働人口の減少等に見舞われて経済は落ち込んだ。その後 1980 年代には国

際機関等の支援を受けながら経済は回復を見せ、1991 年のパリ和平協定発効後、国内経済体制

は、統制経済から市場経済体制に移行された。

　1993 年の民主的連立政府の樹立により、経済は安定成長に入り、1994年、1995年、1996 年に

おける GDP 成長率は、それぞれ 4.0％、7.0％、7.6％を達成した。その主な要因としては、①主

要産物であるコメ生産が1995年に劇的に増加、②対外直接投資導入による縫製産業等の近代化、

③国際機関や先進諸国の技術・経済協力による構造調整プログラムの実施、などがあげられる。

　しかしながら、1997年に入り、７月の武力衝突とアジアの通貨危機という二重の苦しみから、

海外からの援助と投資が急速に減少したこともあり、1997 年、1998年のGDP成長率は、それぞ

れ3.7％、1.5％にとどまった。新政権樹立により政治的安定に入った1998年11月以降は、1999年

に6.9％のGDP成長率を達成するなど、経済は上昇傾向をみせている。1999年のGDPをみると、
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サービス部門の貢献度が最も大きく43％を占め、次に農業部門が37％、製造業部門が19％となっ

ている。また、同年の１人当たりGDPは265米ドルである。外貨準備高は、1996年末の１億4,600万

米ドルから 1999 年 10 月には４億 800 万米ドルに達した。

　このような状況のなかでカンボジア政府は、1995 年からの「第１次社会経済開発５か年計画

（SEDP Ⅰ）」を 2000 年に終了し、現在、「第２次社会経済開発５か年計画（SEDP Ⅱ）」を実施中

である。

２－２　当該セクター全体の状況

２－２－１　農業生産

　耕作作物の面では、表－１に見られるように、コメ生産が中心である。コメの需給バランス

は 1994 年までの恒常的な不足から 1995 年の 18 万ｔの余剰へと劇的に転換し、1999 年には

26万ｔの余剰（１人当たり消費量を 151.2kg として試算）があった。このため、米価（籾米一

等級）は1995～1996年の19セント／kg水準（プノンペン市場）をピークに、一時９セント／kg

まで下落した。最近では経済の安定化により米価も上昇しつつあり、現在、最も普及している

といわれるプカクニャイという品種は、バッタンバン州で 13 セント／ kg 程度である。

　コメ以外では、メイズ、キャッサバの生産が増加傾向にあるものの、大豆、緑豆、野菜類は

伸び悩んでおり、作物多様化が決して順調に進んでいないということが見てとれる。

表－１　主要農産物の生産概況（面積：1,000ha、生産量：1,000 ｔ）

　品　目 1967 1980 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000

面　積 2,513 1,440 1,685 1,823 1,494 1,782 1,864 1,928 1,962 2,079 1,896

コメ（籾） 生産量 2,456 1,717 2,221 2,383 2,223 2,318 3,404 3,414 3,510 4,041 3,995

単　収 0.98 1.19 1.32 1.31 1.48 1.30 1.82 1.77 1.79 1.94 2.11

メイズ
面　積 117 101 50 43 52 52 49 49 45 60 71

生産量 150 101 60 45 45 55 65 42 49 95 183

キャッサバ
面　積 2 17 16 10 11 14 14 11 9 14 16

生産量 23 152 150 51 65 82 70 77 67 229 145

緑　豆
面　積 47 36 28 21 27 26 28 28 25 27 23

生産量 25 10 14 11 17 20 14 15 9 16 15

大　豆
面　積 8 4 16 16 25 17 29 33 31 35 33

生産量 7 3 40 13 23 17 28 56 28 35 28

野　菜
面　積 43 48 25 30 35 42 46 36 38 31 28

生産量 Na 106 162 227 197 193 249 177 217 182 166

摘要
年
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　作物多様化が進んでいない主な原因としては、農業開発計画の実施には不可欠な物的・人的

投入が不足していること、灌漑率が依然として低く、天水依存度が高いこと、インフラの未整

備、農産物加工業の未発達、流通制度の未整備などがあげられる。

　農業普及に関しては、農業普及プロジェクト（Cambodia Australia Agricultural Extension

Project：CAAEP）が展開されている５つの州以外では実質的な普及サービスは存在せず、普及

体制が存在する地域においても、ローカルコストの不足、スタッフの低い給与レベル等の問題

により活動が中途半端になっており、成果が十分あがっていない。

　畜産部門では、1995 ～ 1999 年の間に家禽類が 35％の増加をみせているが、ウシは 0.6％の

微増にとどまり、水牛は17％減少している。ブタの生産は不規則に増減を示している。これら

のうち、ウシ（280 万頭程度）と水牛（64万頭程度）が役畜としても利用されるため最も重要

であるが、ウシは小型の在来種が主であり、自然交配と放牧に頼る粗放な飼養が一般的である

ため、生産性が低くロスも大きい。増産を図る場合は、人工授精による資質の向上、ワクチン

や獣医サービスの普及、飼養技術の改善、堆肥の利用を含む農業との複合営農の推進を図るこ

となどが必要であろう。

　漁業部門においては、主要な漁場であるトンレサップ湖で、1998年現在 7.6万ｔの淡水魚の

漁獲高を記録したが、その後減少傾向にあり、魚体も小型化している。その主な原因は、同湖

の環境悪化や乱獲であり、資源の減少が問題化している。漁獲量統計の改善から資源量のより

正確な把握への動きが始まっており、漁獲法整備とともに、漁業資源保全の体制が整備されつ

つある。

２－２－２　農業開発にかかわる関係省庁

　本プロジェクトに直接かかわる省庁は、農林水産省（Ministry of Agriculture, Forestry and

Fisheries：MAFF）、水資源気象省（Ministry of Water Resources and Meteorology：MOWRAM）、

地方開発省（Ministry of Rural Development：MRD）である。

　本プロジェクトを実施する責任監督機関は農林水産省であり、農業・農地改良局、農業普及

局を含む 14 局を有し、カンボジア農業研究・開発研究所（Cambodia Agricultural Research and

Development Institute：CARDI）、トゥルサムロン農業技術センター等の国営企業を管轄してい

る。州レベルでは、州政府の中に州農林水産局を設置している。

　水資源気象省は、水資源の確保と灌漑施設を含む水供給、農道の整備、気象の予測を行って

いる機関で、州レベルに、州水資源気象局を置いている。

　地方開発省は、農村を中心にインフラ整備やNGOを利用した住民への小規模支援等の農村

開発事業を実施している。

　上記省庁のほか、本プロジェクトに間接的にかかわる省庁としては、農地登記を管理する国
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土管理・都市化・建設省、識字教育、マイクロクレジット等の事業実施やジェンダー政策の推

進などを行っている女性・退役軍人省、農家の手を離れた農産物の管理を行う商業省、農産物

加工を管理する工業省などがある。

２－２－３　農産物流通

　近年、コメの生産は数値上の需給ギャップを解消し、タイ、ベトナムへの輸出（公式輸出で

はない）も増加しているが、国内では、明確な品質規格や検査に関する法制度はなく、コメの

流通に関する基本政策の不備、流通インフラの未整備などが、市場状況に対する農民・精米業

者・流通業者等の対応の遅れにつながっている。このような状況から、JICAは 2001 年、カン

ボジア政府の要請で「米流通システム及び収穫後処理改善計画調査」を実施した。今後、流通

制度が順次整備されることが期待されている。

　この調査の結果、重点プロジェクトとしてあげられているのは以下のとおりである。

①　収穫後処理過程改善計画

②　公開籾市場整備計画

③　農協育成マスタープラン策定調査

④　米品質規格規準及び検査標準整備計画

⑤　米・籾交易システム合理化計画

⑥　備蓄量拡大計画

２－２－４　灌漑施設及び農業インフラ

　灌漑施設、農道の整備は水資源気象省の管轄であるが、カンボジアの灌漑施設の普及率は全

耕作面積の22％に過ぎない。稲作の多くは天水灌漑に依存しており、またその施設は老朽化あ

るいは工事途中で未完成なものも少なくなく、主に雨期の補給灌漑が行われている。

　農道はすべて土盛道であり、維持管理が不十分なために農作業機械や一般車両の通行には向

いていない。

　飲料水を含む生活用水は、主に雨水が使用されている。農村部では井戸を設置している農家

はわずかである。

　農業試験場については、カンボジアでは３つに分類される。１つは農場（Farm）といわれる

種子生産を目的とした施設で、トゥルサムロン農業技術センターはこれに属する。その他の

２つは、試験場（Station）と開発センター（Development Center）で、それぞれ全国に５つず

つ設置されている。

　このほかに、CARDIが 1999年にオーストラリア国際開発庁（AusAID）の援助によりカンボ

ジアにおける農業試験研究の中心センターとして設立され、現在は、独自に予算の運営管理が



－ 26 －

できる準独立法人として機能している。

２－２－５　農業生産資材

　コメの種籾は、トゥルサムロン農業技術センターのような国の機関により生産販売されてい

るが、多くの農民は自家生産若しくは近隣の精米所から購入している。また、NGOなどが上記

センター等から種籾を購入し、農家に配布している地域もある。バッタンバンではカボチャ、

キュウリ、スイカ、ダイコン、キャベツ等の野菜の種子も販売されているが、中国産及びタイ

産のものがほとんどである。

　肥料、農薬の多くはタイ、ベトナムからの輸入品で、輸入品の検査制度はあるが検査機器の

未整備や人材不足の問題から十分な検査が行われていないため、不良品が入って農家に被害を

与えている。主な州における肥料を使用している農家の割合は、表－２に示すとおりである。

使用されている肥料は化学肥料と有機物であり、カリ肥料は使われていない。

　農薬の使用農家の比率は、全農家の 10 ～ 20％であり、除草剤が一般的に使用されている。

　稲作農業の機械化は、一般的には行われておらず、ウシ又は水牛（数は少ない）が使用され

ている。ちなみに、プロジェクト対象地域ではウシによる耕起が 40％、トラクター使用が

30％、ハンドトラクター使用が30％である。ただし、バッタンバンとバンテアイミンチェイの

２州は最も機械化が進んでおり、この２州で使用されているトラクターとハンドティラーの台

数を合わせると、全国台数のそれぞれ60％、73％を占める。この２州とシェムリアップでのト

ラクターとハンドティラーの高い普及率は、労働力が不足している稲作の先進地であると同時

に、乾期に硬く乾燥する土壌の物理的特徴にもよる。

　農産加工機械としては、精米機が精米業者の増加とともに普及している。精米業者は精米代

金を精米後の割れ米、籾殻、コメぬかで支払いを受けている。このため業者にとっては、割れ

米、籾殻、コメぬかが多くなることは都合が良いので、精米機の性能は良くなく、また、計量

方法の精度が低いともいわれている。

２－２－６　農業経営、農業普及制度

　カンボジアの主要農作物は水稲であり、約 190 万 ha の栽培面積で年間約 400 万ｔの収量が

ある。作付けのほとんどは雨期における直播きである。灌漑面積は全耕作面積の22％程度であ

州 バッタンバン カンダルー コンポンチャム スヴァイリェン タケオ

施肥農家率 66 87 76 100 100

表－２　主な州における肥料を使用している農家の割合（単位：％）
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るが年々着実に増加しており、1995 年にはコメの自給達成を果たしている。

　2000年の雨期には大洪水に見舞われ、農作物に大きな被害が報告された。被災農民には種籾

の配給などの緊急支援策が実施されたが、収穫期を過ぎてみると、国全体としてコメ不足は発

生せず、流通業者は相変わらず余剰米を抱え、コメの市場価格は低迷したままとなった。現在

は、コメの価格も徐々に回復しつつあるが、このような低価格現象は自給達成後の慢性的傾向

と考えられる。

　他方、プノンペンなどの都市部では、食生活の多様化とともに、肉や野菜、果樹類の需要が

増えつつあり、相当量をタイやベトナムからの輸入に依存している。これは、国内農産物が品

質や量の点で市場のニーズを満たしていないためである。

　このような、コメの自給達成や低価格現象、更には肉や野菜、果樹類の需要増加の状況を背

景に、カンボジア政府は農業政策の基本を、食糧増産から栽培作物の多様化、収入の増加、貧

困の軽減・解消へと転換しつつある。

　カンボジア政府の農業基本政策が転換するなかで、平均的農家は0.5～１ha程度の農地を所

有し、自家労働によって水田を耕作し、稲を栽培して生計を立てている。このような限られた

農地で生産性を高め、どのようにして最大の利益をあげるかが、これからの営農の中心的課題

である。

　灌漑による二期作の導入や増産のための投入財の利用はもちろんのこと、地域の諸条件を考

慮した作期、作目の選定、また養豚や養鶏など、あらゆる収入手段の可能性を検討することか

ら始める必要がある。

　カンボジアでは、農業は農家が自己の責任で実施することを基本としており、農家は営農の

責任についても背負わなくてはならないが、政府は、貧困からの脱却と国家経済の発展のため

に、農家への技術普及を実施している。そのため、農林水産省に農業普及局を設置し、各州及

び各郡の普及所とも連携をとって、農家の所有する農場でのデモンストレーションや講習会を

実施している。農村で中心的な役割を担うリーダーを集め、定期的に農業技術全般についての

技術指導・講習を地域グループごとに行ってきた。各州の普及所には30～ 40人の普及職員を

擁し、それぞれの郡の主要な地域で普及活動を行っている。

　ここでの問題は、予算不足によるスタッフの低い給与、限定された活動範囲、及び農業普及

の内容がもっぱら栽培技術に特化していることもあり、実際には普及の成果が十分あがってい

ないことである。

　このような活動に対しては、現在、国際機関や NGO なども多く支援している。

２－２－７　農民組織

　カンボジア政府機関の中で、協同組合の法人登録や許認可等を管轄する組織はなく、これら
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の組織を形成するための準拠法も未整備のままである。ポルポト政権の時代から、農業は国営

による集団化政策が推し進められ、住民の管理や統制、強制労働のための有効な手段として利

用されたこともあって、現在では一般に、農民は協同組合という言葉に拒否反応を示すことが

あり、農民の組合組織に対する根強い警戒感が残っているようである。

　このようなことから、現政府はあえて組合組織を再び活性化する政策をとらなかった。しか

しながら、農業を支援する国際機関やNGOは農業における組合組織の重要性を農民に訴え、

水管理組合（Water Users Group）や金融支援を行う農民組織のような形態で徐々に形成されつ

つあるが、満足に運営されているケースは少ない。

２－２－８　土地利用

　1991年に土地の所有権が認められ、土地の登記システムが開始された。土地の登記は、基本

的には、５年以上所有の意思をもって平穏に継続してその土地を所有しており、かつ、村長が

その事実を証明できることが条件で、土地登記所に１件当たり300ドルを支払って行う。しか

しながら、いまだにこのシステムが農家の間に十分浸透していない。また、避難民が土地の配

分を受ける機会を失ったために、それ以来、土地を所有できずにいるというケースもある。

　一方では、灌漑工事などが始まると土地の値段が急騰し、農民が現金収入を得るために所有

する土地を売って、土地なし農民となるケースもある。バッタンバンを例にとると、土地なし

農民の人口は、全人口の 15 ～ 30％にもなる。

２－３　当該国政府の戦略

　現在、カンボジア政府は「第２次社会経済開発５か年計画（SEDPⅡ）」を実施中であるが、そ

の中の政策目標と課題は以下のとおりである。
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政策目標

持続的経済成長

成長の成果の公正な配分

自然環境と資源の保全

課　題

①　マクロ経済の安定的運営
②　シビル・サービスの改革による政府部門の効率化
③　プライベートセクターの振興、特に貿易・投資の自由化促進
④　農業開発と農業外雇用の側面からの農村開発及び都市開発の促進
⑤　貧困者に対する小規模金融・適正技術普及・土地所有権付与・保
　　健／教育等のサービスの改善

①　教育と保健への投資の質的・量的レベルアップ
②　女性の教育や保健へのアクセス向上
③　貧困者への支援、開発過程への参加促進
④　カンボジア文化の振興
⑤　弱者へのセーフティーネットの創造

①　環境と資源状況の悪化の防止
②　自然環境・資源に対する法的規制システムの導入
③　人的資源能力の養成及びその運営管理体制のレベルアップ

　上記SEDPⅡにおける農業セクターの開発目標は以下のとおりであり、基本的には、これまで

の SEDP Ⅰの目標の継続という姿勢に立っている。

①　食糧自給（各村落、各家族レベルに至る）を堅持するため、食糧、特にコメの増産を継続

②　余剰農産物の輸出による経済成長

③　農産物の品質改善と付加価値の増大（加工産業の振興と雇用の増大）

④　作物多様化、高収量作物、経済的な農法を通じた所得増、貧困の軽減

⑤　自然資源の適切な管理（法規則と持続的開発を可能にする技術の利用）

　上記以外に示されている具体的な目標は以下のとおりである。

〈耕種部門数値目標〉

①　コメの生産向上（最終年次に単収は２ｔ、想定人口 1,480 万人の需要を満たしたうえで

更に余剰米 60 万ｔ）

②　作物多様化（集約的農法による所得増、持続的土地利用と土壌改良、コメ以外の作物、

輸入農産品の削減、アグリビジネスの振興）

③　農薬使用の削減〔害虫管理訓練計画（IPM）の推進、農薬違法販売の禁止〕

④　IPM に関する農民教育の推進（4,000 人の訓練要員、１万 6,000 人の農民の教育）

⑤　環境保全に配慮した土壌管理

⑥　ロスの削減（作物防除、農薬の安全な使用）
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　〈畜産部門数値目標〉

①　畜産による農家の生計向上（家禽類は計画期間中に 20％、ウシは同期間中に 15％の増

加。水牛・ブタは同期間中に各 17％、５％の減）

②　肉類の輸出促進（中規模家族の経営する畜産の推進、大規模経営への投資の促進）

③　不法な家畜の移動、処理加工の防止（家畜衛生、食品衛生）

２－４　過去・現在に行われている、政府その他団体の対象分野関連事業

　カンボジア政府は、「第２次社会経済開発５か年計画（SEDP Ⅱ）」において示した農業開発の

目標を達成するため、国際機関やNGOの支援により下記プログラムを実施に移しているところ

である。

〈コメの増産を目的とするプログラム〉

①　雨期の二期作

②　地下水の灌漑利用

③　高収量で市場価値の高い品種の推進

④　雨期、乾期両期の作付け拡大

⑤　試験研究機関の応用研究の推進

⑥　CARDI の担当事業の全面的加速化

⑦　育種における CIAP２との協力の継続

⑧　土壌に関する知識情報の普及

⑨　農業機械化のための農業政策の策定

〈作物多様化の促進を目的とするプログラム〉

①　研究の推進

②　普及の推進（スタディー・ツアーの推進を含む）

③　畑作技術の改良

④　畑作面積の増加

⑤　各種農産物の市場動向の研究推進及び市場情報の農民への提供

　一方、カンボジアへの外国援助は、1992～ 1999年の間に 1992年の総額２億 6,000 万ドルから

1995年、1996年の５億ドル超へ急速に伸び、その後やや減少して４億ドル前後で1999年まで続

いている。この間に海外援助を受けた部門別シェアは以下のとおりで、地域・農村開発プロジェ

２　CIAP：Cambodian-IRRI-Australian Project
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クトと農林水産部門への援助は、合計で 21.1％と最も多い。

　援助機関別に見ると、同 1992 ～ 1999 年の間では、二国間援助が 60.7％、国際機関が 32.8％、

NGO が 6.5％を占めており、1999 年には NGO の援助が全体の約 14％を占めている。

　農業分野への食糧援助を除く、これまでと現在の海外援助は、以下のとおりである。

部　　　門 シェア（％）

（1） 地域・農村開発プロジェクト 14.1

（2） 開発行政部門 12.8

（3） 運輸通信・インフラ部門 11.9

（4） 人道援助・救援部門 10.1

（5） 保健部門 10.1

（6） 経済運営部門 09.9

（7） 教育・人的資源部門 09.9

（8） 農林水産部門 07.0

（9） 社会開発部門 06.1

（10） エネルギー部門 04.9



－ 32 －

援助プログラム／プロジェクト 援助国／機関

（1） 小農経営によるゴム栽培の振興 フランス

（2） ラテックスの品質改善、高品質ゴムの育種研究 フランス

（3） 農業技術プログラム（種籾改良、農業機械、人材教育） オーストラリア

（4） 農業普及プロジェクト（CAAEPⅠ及びⅡ） オーストラリア

（5） 農業品質改善プロジェクト（AQIP３） オーストラリア

（6） 害虫管理訓練計画（IPM４Ⅱ）
デンマーク（デンマーク国際開
発庁：DANIDA）

（7） コンピンプイ地域の帰還民のための複合セクター支援 イタリア／APS５

（8） 食糧生産・貧困削減に対するPRASAC６Ⅰ及びⅡ 欧州連合（EU）

（9） 農産物流通システム研究開発
国連食糧農業機関（FAO）／大韓
民国

（10） 農業政策改善プログラム アジア開発銀行（ADB）

（11） コンピンプイ灌漑開発（実施予定） ADB

（12） 農業生産性改善プロジェクト（APIP７） 世銀／国際農業開発基金（IFAD）

（13） SEILA８プログラム（地方行政強化プログラム）
英国国際開発省（DfID）／国連
開発計画（UNDP）

（14） ADESS９（SEILAプログラムの中の農業セクター支援） IFAD

（15） SPFS10（灌漑施設、農業技術普及、農業センターと多目
FAO／イタリア

的施設の運営管理、マイクロ・ファイナンス）

３　AQIP：Agricultural Quality Improvement Project
４　IPM：Integrated Pest Management Farmer Training Project
５　APS：イタリアの大手NGO。Associazine pel la Partecipazine allo Suiluppo
６　PRASAC：Project of Rehabilitation and Support to the Agricultural Sector of Cambodia
７　APIP：Agricultural Productivity Improvement Project
８　SEILA：クメール語で「Foundation Stone」
９　ADESS：Agriculture Development Support to SEILA
10　SPFS：Special Program for Food Security

　このような農業分野への海外援助は、今後もますます増えることが予想される。

　上記のほか、フランス系の Agrisud、イギリス系の Chivit Thmey、世界的な CARE や World

Vision、純粋カンボジアのNGOも含めて、多くのNGOが様々な分野で農業開発の支援を行って

いる。

３．対象開発課題とその現状

　これまで述べたように、カンボジアの農業の中心は稲作であり、農民の所得向上を考える場合、

稲作を中心課題ととらえ、稲作を中心とした営農改善の方向を志向すべきである。
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　カンボジア政府の要請するプロジェクト対象地域がバッタンバン州であること、同州はコメの

収穫面積も比較的大きく（1999/2000年、16万8,571ha、全国24州中４位）、既に一定生産量をあ

げており（同年、35 万 5,700 ｔ、同４位）、コンピンプイの貯水池を中心に灌漑施設が普及しつ

つあることを考慮すると、バッタンバン州における開発ポテンシャルが大きいと考えられること

から、ここでは開発対象の地域をバッタンバン州として同州を対象に記述する。

３－１　地域農業における課題と現状

３－１－１　水稲生産

（1）バッタンバン州では、中生・晩生の在来種自家生産籾（前年度生産籾、自家消費用籾

の残り）を種子として利用する雨期稲作が普遍的に行われている。在来種は遺伝的に混系

状態にあるため、自家生産籾の継続した栽培による品種の分化が生じ、単一圃場内で複数

の品種が作付けされている状態となっており、生産物の品質低下をもたらしている。ま

た、在来種は作期が長く、生産性も低い。乾期作は灌漑改修地で拡大しているが、現在導

入されている品種は嗜好性・市場性からまだ問題があるようである。一方、CARDIの新登

録品種、タイからの導入種等、有望と考えられる種子が存在しているが、いまだ広域への

普及には至っていない。このような状況から、今後の大きな課題の１つは、市場性及び農

民・精米業者の意向も考慮のうえで、どのように地域に適した種子を選択・供給できるか

ということである。なお、CARDIは既に多種の品種を研究開発しており、今後、新たな品

種改良も含めて CARDI の協力を得ることも重要である。

（2）また、同地域では雨期早場米（early wet season rice）として５月から８月にかけて早

生種の栽培が一部で実施されている。また、一部では晩生種から中生種への移行傾向も認

められる。したがって、現行乾期作の作期の検討、雨期作の作期・生育期間の検討を含め、

水稲二期作導入にあたっては慣行の水稲作期の見直しが必要である。

（3）栽培技術面では、①栽培品種・種子の品質・過大播種量、②一筆区画が大きく圃場均

平化の確保が困難、③施肥量・肥料の種類・施肥法・肥料の品質、④栽植方法・密度・慣

行直播技術、⑤水管理技術が確立されているとはいえない（特に４次水路以下）、⑥鼠害、

⑦収穫後処理：野積み、脱穀時の品種混合、乾燥・保管方法等、耕起・整地から収穫後処

理にわたる作業体系全般の見直しを必要とする、などの問題点があげられる。
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３－１－２　作付け・営農体系

（1）水稲を優先的な作目とする営農体系で、コメの市場価格の低下に対する対応が進んで

いない。農業生産の多角化をも考慮した営農体系の検討・導入が必要となっている。

（2）水田への畑作物導入が行われておらず、畑作技術が確立されていない。市場性も考慮

のうえ、水管理技術を含む灌漑畑作技術の検討・改善が必要である。

　現状では、①畑作物の生産は限られていること、②その栽培形態も水田内の高所を利

用した特異なものであり、水田での畑作物栽培は基本的には行われていないこと、③畑

作物の市場規模が不明であること、④乾期水稲の市場性・収益性が不明であること、⑤

農民の水稲作に対する志向性が強いことなどから、現段階で多角化にあたっての水稲以

外の換金作物の導入は行われていない。乾期水稲の市場性・収益性が低下した場合、乾

期の灌漑水供給量が限られる場合には、畑作物導入により地域全体としての農業生産性

の改善を図る必要が生じる。したがって、畑作物導入による乾期灌漑水の有効利用（乾

期灌漑面積の拡大）や乾期水稲の市場性・収益性の悪化の可能性を考慮して、営農多角

化の一環としての水稲－畑作物体系を確立することが課題である。現段階で考えられる

導入対象作物は、緑豆・大豆・トウモロコシ等であるが、問題は種子の調達である。

　このような問題も含め、この課題は営農体系多角化の方策として、水田での灌漑畑作

栽培技術・体系の確立、水稲－畑作物体系の確立と導入といった手順で段階的に進めら

れるべきである。

（3）調査で明らかになった農民の農業技術に関する主なニーズは、灌漑水の十分な供給と

良い水稲種子の供給であった。これらの改善は本プロジェクトで目標とする水稲栽培技術

改善の基本となるものであり、その妥当性には疑問がない。

　しかしながら、水供給や優良種子供給の改善にあたっての最大の制約条件は、農民自

体の灌漑水を有効に使おうとする、あるいは良い種子を使おうとする意識の問題にある

と考えられる。

　コンピンプイ地域にはポルポト政権時代に建設された貯水池を利用した灌漑システム

がある。1986年から1988年には水路の建設と貯水池の改修が行われ、1999年からはイ

タリア政府の支援、2001年からは日本政府の草の根無償によって、主水路～三次水路と

排水路の建設・改修が進行中である。近々イタリア政府の支援する建設・改修が行われ

る地区を合わせると、合計5,050haの地区で灌漑が可能となる見込みである。したがっ

て、この地域の農民は、この灌漑システムから水の利用が可能となっており、水利用に

あたっては水管理組合（Water Users Group）が組織されて、水を利用した農民が水の使
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用料を支払う制度ができている。

　しかしながら、ここでも問題は、農民による水の使用料の支払いが滞っており、組合

運営に問題が生じているということである。

３－１－３　農民組織

　農民の共同活動に対する懸念や意識の低さが、灌漑地域での灌漑水の利用・水管理上の大き

な障害となっていることは、上述したとおりである。また、農業資材の共同購入といったグ

ループ活動導入の阻害要因ともなっている。農業信用制度が未発達なことも、農業支援上の開

発阻害要因の１つである。

　したがって、農民のニーズ・能力に対応し、技術改善を基にした研修、展示圃設置、Farmer

to Farmer Training、マスガイダンス・キャンペーン等の普及活動による農民の意識改革が本プ

ロジェクトの課題の１つとなる。

３－１－４　流　通

　農家の品質に対する意識が低く、品種の混合・収穫後の品質低下・夾雑物の混入といった問

題が、生産物販売価格低下を招いている。また、農家が市場・精米業者の要求する品質・品種・

量に対応した生産活動を行っているとはいえず、生産・販売をも考慮した営農計画導入のため

の支援が必要となっている。

３－２　プロジェクト地域関係機関の課題と現状

３－２－１　農業技術普及機関

　バッタンバン州農林水産局は、農業技術の普及を目的として、農業普及室に農業技術普及員

を配置しているが、普及職員の多くが他のプロジェクトに配属されていること、及び活動予算

不足のため、普及が活発に行われていない。しかしながら、プロジェクト実施後の移転技術の

Sustainability と他地域への波及効果を考えると、州政府レベル並びに中央政府レベルにおい

て、プロジェクトの開始から終了に至るまで全工程を把握して、プロジェクト終了後もプロ

ジェクト対象地域での成果を維持し、その成果を他の地域へ普及する体制の確立も重要であ

り、優秀な人材の確保が大きな課題である。

３－２－２　トゥルサムロン農業技術センター

　当センターは、農林水産省農業･農地改良局の管轄下にある国営の種子生産農場である。施

設整備・人材配置からみると、トゥルサムロン農業技術センターの現状の優良種子供給能力に

は疑問点が多いが、現在、農業生産性改善プロジェクト〔（APIP）38 ページの表参照〕で施設
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整備・人材育成が計画されており、優良種子供給能力改善が期待される。現在検討中の種子政

策のなかでは、トゥルサムロン農業技術センターは独立法人化され、主として原種の生産を行

う種子会社として位置づけられている。

３－２－３　ベクチャン農業試験場

　ベクチャン農業試験場は、州農林水産局農業室に所属し、農業室の副室長を兼ねる場長と

10名の職員を置いている。使用可能な施設は圃場・小さな貯水池（５池、うち４池は再掘削が

必要）、農業普及室敷地内の建物（研修室・事務所用スペース２室・倉庫２部屋）及び小型ポ

ンプのみである。灌漑施設は、1996年にソンカイ川に設置されたポンプが洪水により流失した

ためそれ以降機能しておらず、その活動は雨期の天水に依存したものに限られている。また、

地下水の利用については、深さ 60 ｍの２か所のボーリング実施、及び地域で収集した情報に

よると、この農業試験場において地下水を得ることはほとんど不可能であることが分かった。

３－２－４　コンピンプイ農業開発センター

　コンピンプイ貯水池に隣接した幹線水路沿いに、イタリア政府／APS（２－４参照）の支援

で建設が進められている新設の農業開発センターで、圃場設備は 2003 年６月、施設関係は遅

くとも同年 11 月には完成する。完成後、その施設の所有権は州農林水産局に移管され、同農

業室の活動が開始される予定である。

３－２－５　その他の関係政府機関

　プロジェクト対象地域では、上記のバッタンバン州農林水産局農業普及室、ベクチャン農業

試験場、コンピンプイ農業開発センター、トゥルサムロン農業技術センターのほか、州農林水

産局の農業室、同州を構成する①バナン、②トモ・コール、③バッタンバンの３郡に設置され

ている郡農業事務所、④カンボジア農業研究･開発研究所（CARDI）がプロジェクトとのかか

わりをもつ。

　州農林水産局の農業室は、上述のベクチャン農業試験場を含む３か所に試験場を有し、これ

らの施設を利用して農業技術の改善・開発を行うことを目的として活動している。ただし、予

算・人材不足に起因して本来の技術改善・開発業務は著しく限定され、現在の主な活動はIFAD

による特別開発プログラム（ADESS）やデンマーク国際開発庁（DANIDA）による IPM等の支

援プログラムに限られている。本プロジェクトの実施には技術改善等において農業室と協働す

る必要があるが、優秀な現地人材の確保が重要な課題である。

　郡レベルの郡農業事務所には、①バナンでは、農業系、畜産系、林業系で、各１名、５名､

２名、②トモ・コールでは同じ分野で、各４名、５名、３名を配置し、③バッタンバンでは、
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農業系、畜産系で各６名、４名を配置して普及活動と統計データの収集、州農林水産局への報

告を行っている。しかしながら、ここでも活動の実態はADESSあるいは IPMプログラムの実

施に限定されており、人的・財務的能力には問題がある。

　④ CARDI は、前述のとおり、1999 年にAusAID の援助により設立され、現在では独自の予

算で運営できる準独立法人として機能している。その主要な研究・開発テーマは、育種、作物

保護、農業機械、土壌・水管理、栽培・営農システム、社会・経済、訓練・技術移転であり、

特に、水稲種子生産については、原原種・原種・登録種子及び需要に応じた栽培用種子の生産・

販売を行っている。このようなことから、水稲種子供給、種子生産技術の移転、栽培技術の改

善・開発、営農システムの改善等の面で CARDI の協力を得ることが可能と考えられる。

３－３　他ドナー及び NGO の活動

　当該地域にも、他の二国間援助機関や国際機関、NGOが稲作を中心とする農業開発分野で多く

活動しており、また、他地域で支援している事業の波及効果が当該地域へ及ぶことも考えられ

る。

　それらの活動の主なものは次のとおりである。
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プロジェクト名

Cambodia Australia
Agricultural Extension
Project II（CAAEPⅡ）

Agriculture Productiv-
i t y  Im p r o v em e n t
Project（APIP）Sub-
component:Agronomy

Agricultural Quality
Improvement Project
（AQIP）

Integrated Pest Man-
agement Farmer Train-
ing Project Phase I
（IPM）

Agriculture Develop-
ment Support to SEILA
（ADESS）

Special Program for
Food Security（SPFS）

Irrigation Construction
Project

コンピンプイ農村部
における帰還民のた
めの複合セクター支
援プログラム

援助機関

AusAID

IBRD

AusAID

DANIDA

IFAD

FAO

ADB

イタリア政
府／APS

対象地域

バッタンバ
ン州を含む
13州

全国レベル

南部４州（カ
ンダルー、タ
ケオ、 Prey
Veng、スヴァ
イリェン）

バッタンバ
ン州を含む
７州

北西部４州

コンピンプ
イ地域（合計
９村）

コンピンプ
イ地域を含
む３地域

コンピンプ
イ地域

活動内容

農業経済分析、人材開発
プログラム、フィールド
普及プログラム

種子生産、IPM、植物保護、
土壌管理、営農システム
改善、組織強化の支援

水稲種子生産、収穫後処
理技術、野菜・果樹のマー
ケティング改善、灌漑改
修、人的資源開発、プロ
ジェクト管理の支援

作物管理能力の改善支援
（農民訓練に係る計画・実
施・管理能力の改善、農薬
使用量の削減、フィール
ド・スクール及びその他
の活動による IPMスコー
プの他の営農問題への拡
大）

農業部門の地方分権化支
援

農業技術普及、灌漑施設
工事、農業センターと多
目的施設の運営管理、マ
イクロファイナンス

コンピンプイ貯水池南側
の水田約4,000haへの灌漑
施設ほか

農業、土地所有権の確立、
農民組織化、マイクロク
レジット、教育、保健部門
への支援

実施期間

2001～ 2006年

1998～ 2004年

2000～ 2005年

2000～ 2002年
（１期）
2003～ 2005年
（２期）

2000～ 2005年

2002年（計画）
から３年間

2003年（計画）
～

1992年～

事業予算
（万ドル）

約1,000

約 940
（農業部門）

約810

170（１期）

170（２期）

1,160

約 319

　上記のほか、Agrisud、Chivit Thmey、Banteay Srei、CARE、World Vision、CRS など、数多く

のNGOが活動しているが、本プロジェクトを実施するにあたっては、これらの他ドナー及びNGO

の活動内容・規模などを調査のうえ、可能な範囲で協調することが、プロジェクトの円滑かつ効

果的な実施につながることになる。

　これらの援助活動のうち、現在、本プロジェクトで連携・協力可能と考えられる活動とその内

容は、以下のとおりである。
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（1）AusAID の援助による CAAEP Ⅱからは、以下のような協力を得ることが考えられる。

①　CAAEPⅠから継続して配置されている普及専門員からの技術普及体制についての助言

②　農業経済分析の実施

③　人材開発プログラムと本プロジェクトで実施する教育・訓練との連携

④　年間の活動計画を基にした協議を行い、妥当な範囲での事業協力

（2）国際復興開発銀行（IBRD）の援助による農業生産性改善プロジェクト（APIP）について

は、以下のような連携が考えられる。

①　営農システム改善あるいは土壌管理のプログラムで開発された技術の移転、又は、それ

らのプログラムの本プロジェクト地域での実施

②　強化される予定のトゥルサムロン農業技術センター等における優良種子の原種の生産・

供給、あるいは普及種子の生産・供給

③　組織強化の支援プログラムにおける本プロジェクトカウンターパートの研修

④　年間の活動計画を基にした協議を行い、妥当な範囲での事業協力の検討・実施

（3）AusAID による AQIP は、水稲種子生産事業において、カンボジア南部４州を対象に種子

会社を設立し、種子生産農家の組織化を図って、2001年より着実に農家グループによる種子

生産・供給を行っている。このような実績を基に、AQIP の活動からは、以下の協力が期待

できる。

①　種子生産農家の選定・意識化・技術指導・組織化等についての助言

②　種子需要が拡大した場合にその供給体制確立への種子会社の参加

（4）DANIDA による IPM については、IPM フィールド・スクール実施において、活用可能な

内容があると考えられるが、IPMのプロジェクト自体にかなり野心的な面があるため、事前

にそのアプローチ・成果を詳細に検討する必要がある。考えられる活用内容は以下のとおり

である。

①　IPMフィールド・スクールのプロジェクトへの導入、あるいはDANIDAの IPMプログ

ラム経験者の活用。ただし、IPMフィールド・スクールの実態を評価したうえで、適切な

内容と判断された場合に限る。

②　農家の展示圃における IPM プログラムを経験した Farmer Trainer の活用

③　年間の活動計画を基にした協議を行い、妥当な範囲での事業協力の検討・実施

　以上のほか、イタリア政府の援助により NGO である APS が活動している、「コンピンプイ農
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村部における帰還民のための複合セクター支援プログラム」では、農業活動に必要な種子や農機

具の購入資金を低利で提供することを目的としたマイクロクレジットを実施している。このシス

テムでは、借入金の返済率が 100％近くを保つ成果をあげており、本プロジェクトでマイクロク

レジットを導入する際の助言を得るには最も適切であろう。また、Chivit Thmey は 1993 年から

総合コミュニティー開発分野で活動しているNGOであるが、2002年10月、同NGOが中心となっ

て、地域農業開発を支援する NGO の活動を調整することを目的とした NOSA（Ne two r k

Organization of Supporting Agriculture）を結成した。先頃行われた会合には、APSなど28のNGO

が参加しており、このグループは、本プロジェクトがNGOとの情報交換や連携を模索するうえ

での貴重なコンタクト先として活用できる。

４．プロジェクトの基本計画

４－１　プロジェクト目標

　本プロジェクトの目標を、「農民の積極的な参加を通じてコンピンプイ地域の協力農家の農業

生産性が向上し、生計が安定する」とする。

　地域農民のニーズは、農業生産の改善による所得の向上であり、本プロジェクトの意義は、本

来、そのニーズを満たすことにある。したがって、農民の意見や社会経済調査などの結果を踏ま

えて具体的指標を設定すべきものである。また、プロジェクトのコンセプトとして、プロジェク

トの計画策定や活動実施に農民が積極的に参加することにより、プロジェクトに農民のニーズや

考え方を十分反映させるととともに、農民自身が意思決定にかかわることが重要である。これに

より農民の自立能力が向上し、最終的には農民自身の手によってプロジェクト活動が継続される

ことをめざしている。

　指標は以下の観点から、社会経済調査を実施したうえで決定する

①　協力農家のコメの品質

②　協力農家当たりのコメ収量

③　協力農家当たりの農産物作目数（家禽、魚などを含む）

　

４－２　上位計画

　本プロジェクトの上位計画（目標）を、「コンピンプイ地域の農家の生計が安定する」、「バッ

タンバン州の農業生産性が向上する」とする。

　コンピンプイ地域は農業のポテンシャルが高いものの、多くの農民が貧困のなかで生活をして

いる。したがって、プロジェクト終了後数年以内には、少なくともコンピンプイ地域において、
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改善がなされなければならない。

　もう１つの上位目標は、プロジェクトのインパクトとして農業生産性向上をバッタンバン州の

ほかの地域にも広げることである。そのためには、バッタンバン州農林水産局がこのプロジェク

トのなかで中心的な役割を成す必要があり、州政府職員は積極的にプロジェクトで生み出された

技術や手法を学び、他のエリアに普及させなければならない。

４－３　活動の実施戦略

４－３－１　プロジェクト実施方針

　本プロジェクトを以下の実施方針で行う。

（1）プロジェクト実施には農民が積極的に参加する。

　本プロジェクトは農民への効果を目標としており、技術者、普及員が一方的に農民に

対する技術指導を行うのではなく、農民が積極的にプロジェクトに参加し、農民が各々

のニーズを基に必要な選択を行えるような、オーナーシップの醸成と自立能力を促進さ

せることが重要である。

（2）プロジェクトは中央農林水産省レベルと州農林水産局レベルが参加する体制で行う。

　プロジェクト終了後は、その効果を持続させ、かつ、他地域へも発現成果を普及させ

ることが目的である。したがって、プロジェクト実施体制には、中央の農林水産省の職

員と州レベルの農林水産局関連部署の職員を含める必要がある。また、プロジェクト実

施にあたっては、既存の普及システムだけに期待するのでなく、将来性のある職員・普

及員を確保し、しっかりと鍛え、CAAEPⅡ及びADESSのプロジェクトで導入されてい

る普及体制等を検討のうえ、プロジェクトとしての普及体制をつくることが重要となる。

（3）現在カンボジアに存在する技術、経験、知識を有効利用する。

　カンボジアにおいては、農作物の各種種子、農業資材などがあり、かつ、農業研究所、

種子生産施設などが存在する。また、これらの資源を利用して農業部門で支援している

二国間援助機関や国際機関、NGOなども存在する。これらの中から、地域に合った技

術、資材、知識などを選択し、有効利用することがプロジェクトの円滑かつ効果的な実

施につながる。こうした各機関どうしの連携の枠組みとして「バッタンバン農業・農村

ネットワーク」を組織する。
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４－３－２　プロジェクトの対象地域とターゲットグループ

　プロジェクトの対象地域は、灌漑システムが整備され、市場からのアクセスも良く、高い裨

益効果が期待できるサイトとして、コンピンプイ地域のうち灌漑システムの直接受益地域であ

る23村を対象とする。この中からプロジェクト開始後、各活動ごとにターゲットグループ（農

家、農民グループ）の設定を行う。

　コンピンプイ地域は、バッタンバン市の西側に隣接し、バッタンバン州全13郡のうち、バッ

タンバン、パナン、トモ・コールの３郡にまたがる稲作地帯である。この地域には表－３の４

コミューンが含まれる。

　この地域の農業は雨期の天水稲作が中心であるが、コンピンプイ灌漑システムによって雨期

作への補給灌漑と一部地域では乾期作が行われている。システムからの受益可能面積は、現在

のところ、雨期１万 500ha、乾期 3,000ha である。

　コンピンプイ灌漑システムから直接受益している、あるいは近い将来受益可能となる村落

は、表－４のとおり 23 村である。

郡 パナン トモ・コール バッタンバン パナン

コミューン タ・クリューム チュレイ オ・マル プノム・サンポヴ

人　口 17,484 13,454 9,928 13,234

世帯数 3,305 2,710 1,869 2,552

村　数 11 10 10 10

農業を主な収入とする世帯数 2,973 2,042 1,424 1,827

土地を所有する農家世帯数 2,474 1,379 1,155 1,573

雨期稲作面積（ha） 5,190 4,053 2,243 3,038

乾期灌漑稲作面積 1,018 0 0 0

過去１年間のコメ収量（MT） 16,024 4,870 2,580 1,215

灌漑水利用者組合数 15 0 0 0

表－３　コンピンプイ地域のコミューン

コミューン

タ・クリューム

チュレイ

オ・マル

プノム・サンポヴ

合　計

コミューン内の
村落数

11

10

10

10

41

灌漑システムからの
受益（可能）村落数

7

10

5

1

23

表－４　灌漑システムからの受益状況
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　なお、地域内には土地なし農民や寡婦農民の世帯も多く存在しているため、本プロジェクト

が同じコミュニティー内にあえて受益者層、非受益者層をつくらないという観点から、プロ

ジェクトのターゲットグループは、土地なし農民や灌漑の非受益者を含む、活動地域内の全農

民の中から、社会経済調査の結果を基に選定する。

４－３－３　プロジェクトの実施期間

　本プロジェクトの実施期間を３年間とする。

４－３－４　プロジェクト事務所

　ベクチャン農業試験場に事務所用スペースを確保できることから、ここにプロジェクト事務

所を設置する。また、コンピンプイ農業開発センターに現場事務所を設置する。

４－３－５　プロジェクトの実施方法

（1）プロジェクトの段階的実施

　プロジェクトの開始にあたり、まず社会経済調査を行い、ターゲット地域であるコン

ピンプイ地域全体の社会経済状況を把握する。調査によって地域や農民の現状、問題点、

農民のニーズや考え方を明らかにするとともに、モニタリング・評価に活用するための

ベースライン調査、マーケット調査、コンピンプイ灌漑排水システムのレビューも行う。

それらの結果に基づいて農業生産性の向上に必要な戦略、方向性や全体計画を策定する。

そのうえで、上記のプロジェクト活動を直接行うターゲット（農民や農民グループ）を

選定し、それぞれの村で農民とともにプロジェクトの実施計画を策定する。この期間を

約半年間の第１段階とする。ベースライン調査にあたっては、対象地域内で活動してい

るNGOのもつ情報を最大限に活用するとともに、調査の一部を委託により実施するこ

ともあり得る。

　策定された実施計画に基づいて活動を行うのが第２段階である。なお、普及体制が弱

体であることから、活動の一部をNGOに委託することを検討する。
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　プロジェクトの段階的実施の概念は以下のとおりである。

（2）実施方法

　基本的な方法としては、行政官や普及員に対し、技術移転を行いながら協力農家とと

もに Farmers Field School（実証圃場において複数の農家を集め共に活動を進めながら

技術移転を行う手法）を進め、指導を受けた農家が近隣農家に技術を広めていくことで

対象エリア全域への技術の波及を行う。

（3）バッタンバン農業・農村ネットワーク

　州政府のイニシアティブにより地域農家、政府関係者、NGO等から成る「バッタンバ

ン農業・農村ネットワーク」を設置してプロジェクト期間中の連携の枠組みとし、プロ

ジェクト成果の州内への波及を図る。

４－４　成果と活動

　プロジェクト目標を達成するための｢成果｣を以下の４項目とする

０　対象地域の現状が把握される

１　稲生産技術が改善される

２　協力農家の農作物の営農体系が改善される（多角化を含む）

３　農民グループによる活動が促進される

　上記の各「成果」の達成に必要な「活動」を以下に示す。

４－４－１　成果０「対象地域の現状が把握される」

　先にも述べたとおり、対象地域の正確な現状把握のために、４～６か月で調査を実施する。

具体的な活動は以下のとおりで、適切な活動を行ううえでの前提条件である。

0-1　社会経済調査を実施する

0-2　灌漑システムの現況調査を実施する

第１段階：�
当初３～６か月�
�

第２段階：�
その後の期間�
�

対象村の状況把握：地域の社会経済調査（ベースライン調査を含む）�
対象村の絞り込み：社会経済調査の結果から、当面の直接対象となる村の選定�
計画立案：農民参加による計画策定（ワークショップを含む）�
�

計画の実施：上記で立案した計画の実施�
モニタリングと評価：定期的なモニタリングと評価の実施�
終了前評価：プロジェクトの効果やプロジェクト終了後の活動の妥当性検討�
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0-3　農産物流通・マーケット調査を実施する

４－４－２　成果１「稲生産技術が改善される」と活動

　域内農家の水稲種子調達は、基本的に自家採種（前作生産籾の種子としての利用）に依存し

ている。また、地域を管轄する農業機関は明確な技術体系・耕種基準を設定しておらず、地域

で CIAP 等が検討・開発した技術も導入されていないのが現状である。また、現況の雨期・乾

期の作期の設定・水稲二期作体系についても、それが妥当なものであるか検討が必要となる。

これらのことを、協力農家とともに実証・展示し、協力農家へ普及する。具体的な活動は以下

のとおりとする。

1-1　農家のニーズに基づき水稲品種を選定する

1-2　協力農家において選定された水稲優良種子を増殖し、農家へ供給する

1-3　稲生産技術の改善を行う（水稲二期作、圃場水管理、収穫後処理を含む）

1-4　稲生産技術を実証展示し協力農家へ普及する

1-5　稲作栽培について行政関係者への研修を行う

　成果１の指標は以下のとおりである。

①　地域に供給される優良種子の量がＡｔになる

②　稲作技術に関する技術ガイドラインが作成される

４－４－３　成果２「協力農家の農作物の営農体系が改善される（多角化を含む）」と活動

　営農体系の改善では灌漑地域での作付体系の確立、非灌漑地・土地なし農民も含めたプロ

ジェクト地域全域を対象とした農業生産の多角化を検討する。裏庭や空き地の有効活用によ

り、乾期の稲作ができない時期の所得（純益）向上が期待できる。なお、具体的な品目につい

ては、プロジェクト開始後、農家とともに検討する。具体的な活動は以下のとおりとする。

2-1　多角化メニューを作成する（コメ以外の作物、小規模な水産、家畜を含む）

2-2　協力農家とともに営農体系を計画・実施する

2-3　営農について行政関係者への研修を行う

　成果２の指標は以下のとおりである。

①　営農体系の多角化メニューが作成される

②　基礎的な農業経営ガイドラインが整備される
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４－４－４　成果３「農民グループによる活動が促進される」と活動

　コンピンプイ灌漑システムは水管理技術・施設の維持管理・水管理組織の面でいくつかの問

題を抱えている。灌漑改修地区の農業生産の拡大を図るためには、稲作技術の改善と普及の一

環として、水管理技術の改善と普及及び水管理組織の強化・育成をプロジェクトの主要な活動

として実施する必要がある。また、地域の活力の基盤とするために、その他の農民グループの

活動、特に農村女性の活動について、積極的に組み込む必要がある。このような活動を効果的

に行うにあたり、NGO 等が実施している農村金融プログラムの活用を検討する必要がある。

　具体的な活動内容は以下のとおりである。

3-1　農民参加のための啓発活動を実施する

3-2　農村女性のエンパワーメントを支援する

3-3　水利組合の形成支援・組織強化研修を実施する

3-4　NGO により運営されている農村金融プログラム等を活用する

3-5　参加型開発について行政関係者への研修を行う

　

　成果３の指標は以下のとおりである。

①　訓練を終了した農民リーダー（農民トレーナー）の数がＣ名となる（女性農民を含む）

②　機能している灌漑水管理組織の数がＤとなる

４－５　モニタリングと評価

４－５－１　モニタリング・評価実施体制

　プロジェクト・チームが主体となってプロジェクトの進捗のモニタリング行い、各部門を担

当する日本人専門家とカウンターパートが一体となって計画の進捗状況、問題点を把握し、定

期的にプロジェクト・チーム内で意見交換、問題の分析・評価・問題解決の検討を行う。

　最低、毎年２回、モニタリングと評価の結果、及び問題点の改善内容について、農林水産省

農業・農地改良局長を議長とし、日本人専門家、プロジェクト・チーム各部門代表者、バッタ

ンバン州農林水産局長、同次長（プロジェクトマネージャー）、バッタンバン州水資源気象局

代表者、同州女性・退役軍人局代表者、同州地方開発局代表者及びコンピンプイ地域の郡・コ

ミューン代表者、JICAカンボジア事務所代表者で構成する「運営委員会」へ報告する。また、

毎年１回、農林水産省次官を議長とし、同省農業・農地改良局長、同省計画・統計・国際協力

局長、同省農業普及局長、同省バッタンバン州農林水産局長、及び次長、日本人専門家、JICA

カンボジア事務所長、プロジェクトに関係するJICA専門家並びに水資源気象省、地方開発省、

経済財務省、女性・退役軍人省、カンボジア開発評議会（CDC）、Special Program for Food

Security（SPFS）、日本大使館の代表者で構成する「合同調整委員会」へ報告する。
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４－５－２　モニタリング・評価方法

　プロジェクト開始後のモニタリングと評価は、基本的に、プロジェクト開始時に確定される

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）をベースに行う。

　ただし、プロジェクトの具体的活動内容、プロジェクト実施にかかわる外部条件、及び目的

達成度の評価指標の設定については、プロジェクト開始後に行う社会経済調査の結果を待ち、

その結果を反映して PDMのレビューを行い、具体的活動内容の調整、外部条件の確認、評価

指標の確定を行う必要がある。

　この社会経済調査は、ベースライン調査として、対象地域の農業・農家の現状や問題点、農

民のニーズや考え方を明らかにするとともに、マーケット調査、コンピンプイ灌漑排水システ

ムのレビューも行い、この調査で得られたデータをベースライン・データとして評価に活用す

る。したがって、調査結果を基に確定した評価指標については、ベースライン・データを基に

その後の変動を定期的にモニターする必要があり、モニタリングのための様式を作成して、定

期的にデータの収集を行う。また、モニタリングには定量的データと定性的データが含まれる

ため、データ収集のためのインタビュー調査も定期的に実施する必要がある。

　このようにして得られた評価指標についての数値や情報を基に、成果の達成度の評価を行う

が、毎年２回の運営委員会への報告のために、毎年最低２回の評価を実施する。

４－６　カウンターパート組織・先方政府からのコミットメント

　プロジェクトは、地域の農民が積極的に参加してプロジェクト効果を普及させるために、中央

農林水産省レベルと州農林水産局レベルの職員が参加する体制で実施する。また、カンボジア政

府内部での関係機関も、水資源気象省、地方開発省などがあり、これら政府機関からの協力も必

要である。このような状況のなかで、本プロジェクトでは、農林水産省と州農林水産局、地域農

民が一体となって、主体性をもって実施していくことが非常に重要である。

　また、プロジェクト対象地域には、他の二国間援助機関や、国際機関、NGOなどが数多く農業

支援活動を展開している。これらの支援活動と協調し、成果を活用しながらプロジェクトを実施

していくことがプロジェクト目標達成の大きな鍵となる。そのためにも、上記農林水産省と州農

林水産局、地域農民が一体となったオーナーシップと主体性が重要であり、これらの機関・農民

の強いコミットメントが望まれる。

４－７　投　入

４－７－１　我が国側の投入

　我が国からの投入としては、下記のとおり大きく①長期・短期専門家の派遣、②必要機材の

投入・基盤整備、③カウンターパート研修員の受入れ、④活動実施費用の一部負担が予定され
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ている。

（1）長期・短期専門家の派遣

　長期専門家は合計４名とする。

①　チーフアドバイザー／営農

②　業務調整／研修

③　栽培／農業普及

④　農民組織／参加型開発

　短期専門家については、農村社会経済、灌漑、農産物流通の３分野につき各１名とし、

初年度の社会経済調査実施中に派遣する。また、その後は必要に応じて他の専門分野の

短期専門家も派遣するものとし、２年度以降は必要に応じて年間２名程度を派遣する可

能性がある。

（2）必要機材の投入・基盤整備

　プロジェクトの実施に必要な機材のうち、特に上記の専門家の活動にとって重要と考

えられる機材を投入する。調査用車両、コピー機、通信機、耕耘機等農業機械を投入し、

コンピンプイ農業開発センターの研修室、乾燥場、調整室及び発電装置等の整備並びに

ベクチャン農業試験場改修等の基盤整備を行う。

　また、投入機材については、CIF（運賃・保険料込み値段）ベースでカンボジア政府

機関へ引き渡された時点で、カンボジア政府へ所有権が移転される。

（3）カウンターパート研修員の受入れ

　プロジェクトの実施期間中に、プロジェクトの実施やその後の運営のために必要と判

断された場合には、日本においてカウンターパートに対する技術研修を行う。また、現

地経費の予算を利用した研修も実施する。

（4）活動実施費用の一部負担

　プロジェクト実施に必要な費用のうち、特に上記の専門家が行う活動にとって重要と

判断された場合、その一部を負担する。

４－７－２　被援助国側の投入

　被援助国側の投入としては、次に示すように、①カウンターパート、普及員の配置、②農業

ステーション及びその圃場の提供、③水、電気、国内通信設備の提供、④プロジェクト運営費
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用の負担、⑤日本人長期専門家及びその家族に対する免税、その他の外国人特権の付与、が予

定されている。

（1）カウンターパート、普及員の配置

　プロジェクトにフルタイムで参加できる、有能な選任専門家を最低６名配置する。ま

た、事務管理及びアシスタント要員についても、プロジェクトの円滑な実施に十分な人

数を確保する。

（2）農業ステーション及びその圃場の提供

　本プロジェクトの遂行のため、ベクチャン農業試験場及びコンピンプイ農業開発セン

ターの施設とその圃場を提供する。

（3）水、電気、国内通信設備の提供

　水、電気、国内通信設備等を提供する。

（4）プロジェクト運営費用の負担

　日本側投入機材の国内輸送と据え付け・維持管理、関税及びその他のカンボジア国内

で課せられる税金、プロジェクト運営にかかる費用などについて、必要な予算措置を講

ずる。

（5）日本人長期専門家及びその家族に対する免税、その他の外国人特権の付与

４－８　外部条件の分析

　プロジェクトの外部条件は次のとおりである。なお、プロジェクト対象地域では、農業の開発

状況、ドナーの支援活動が急速に展開しつつあり、プロジェクト開始時及び開始後においても、

プロジェクトの外部条件が変化することが考えられる。したがって、プロジェクトの進捗のモニ

タリングにおいて、これら外部条件の変化についても十分留意する必要がある。
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外部条件の
種類

前提条件

外部条件
（活動）

外部条件
（成果）

外部条件
（プロジェ
クト目標）

外部条件
（上位目標）

性　質

プロジェクトが開始さ
れ活動が行われるため
に必要な外部条件

活動が計画どおり実施
され、成果を生み出すた
めに必要な外部条件

成果が計画どおり生み
出され、プロジェクト目
標を達成するために必
要な外部条件

プロジェクト目標が計
画どおり達成され、上位
目標を達成するために
必要な外部条件

上位目標が達成され、更
に上位の目標を達成す
るための外部条件

外部条件

イタリア政府、FAOなど関係機関
との調整がなされる。

1） 研修を受けたC／P、普及員
がプロジェクト活動を継続す
る。

2） コンピンプイ地域に深刻な洪
水、旱魃被害が発生しない。

3） CARDIが継続して原種、原原
種を生産する。

4） 地域内に利用できる農村金融
プログラムがある。

1） 農産物の需給動向と市場価格
が大幅に変動しない。

2） 農業投入財の購入価格が大幅
に上昇しない。

3） 灌漑水の不足が生じない。

バッタンバン州に深刻な洪水、旱
魃被害が発生しない。

1） 政権が安定している。

2） 政府の農業開発方針がプロ
ジェクトの実施を妨げない。

理　由

コンピンプイ地域ではイタリア政府
の支援を受けてAPSが活動している
ほか、FAO等が普及活動を行う予定
である。これらドナー機関との間で
活動調整がなされることが、本プロ
ジェクトの活動内容・場所や責任範
囲を決定するために必要である。

1） 農民へ技術や知識を普及する役
割を担うC／P、普及員が、研修を
受けたあとも継続してその役割を
果たさなければならない。

2） 地域内の農業生産性の向上に必
要である。

3） プロジェクトにとって優良種子
の供給元として必要である。

4） 資金力の乏しい農民にとって、
農業生産活動の開始や拡大、多角
化をするためには、低利でアクセ
スしやすい農村金融（マイクロ
ファイナンス）が必要となる。

1） 農産物市場が大幅に変動した場
合、農業所得に与える影響は極め
て大きい。

2） 稲作に必要な投入財の購入コス
トが大幅に上昇しないことが、農
業所得向上のために必要である。

3） 灌漑稲作を行うためには必要最
低限のものである。

バッタンバン州の農業生産量の拡大
に必要である。

1） 更に上位の目標として、バッタ
ンバン州全体、あるいは他地域に
おける農業生産性の向上や貧困緩
和が考えられる。そのためには政
策立案と実施を担う政府が安定し
ていなければならない。

2） プロジェクトの効果が更に上位
の目標にまで及ぶためには、マク
ロ政策との整合性がとられている
必要がある。
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４－９　プロジェクトの運営・実施体制

４－９－１　プロジェクト実施体制

　プロジェクトは、下記の体制で実施する。

（1）責任監督機関：農林水産省

（2）実施機関：農林水産省農業・農地改良局、バッタンバン州農林水産局

（3）Project Director：農林水産省農業・農地改良局長

　　　　　　　　　　（プロジェクト全体の管理・実施責任を負う）

（4）Co-Project Director：バッタンバン州農林水産局長

　　　　　　　　　　　（プロジェクト実施に必要な調整・協調責任を負う）

（5）Project Manager：バッタンバン州農林水産局次長

　　　　　　　　　　（プロジェクトの実施・運営責任を負う）

（6）日本人チーフアドバイザー：Project Director 及び Project Manager に必要な助言・提言

　　　　　　　　　　　　　　を行う。

（7）日本人専門家３名：カンボジア側カウンターパート、その他の人材へ適切な技術的助

　　　　　　　　　　言・指導を行う。

（8）カンボジア側カウンターパート最低６名：日本人専門家の助言・指導を得て対象地域の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協力農家やCARDI、APS等のNGOと協調し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ながらプロジェクトを実施する。

（9）事務員・アシスタント：日本人専門家、カウンターパートをサポートする。

（10）運営機関：合同調整委員会及び運営委員会を設置し、プロジェクト全体の運営を行う。

　　　　　　両機関の内容・開催については、「４－９－２　プロジェクト運営体制」に述

　　　　　　べる。

（11）連携調整機関：バッタンバン州農林水産局は、バッタンバン州、特にコンピンプイ地域

　　　　　　　　で活動している援助機関、NGO 等の組織を含めた「バッタンバン農業･

　　　　　　　　農村ネットワーク」を同局のイニシアティブで設置･運営し、同州の農

　　　　　　　　業・農村開発の連携調整を図る。

（12）ベクチャン農業試験場：プロジェクト事務所を設置し、一部の栽培試験、展示、宿泊を

　　　　　　　　　　　　伴う研修事業を中心に活動を行う。

（13）コンピンプイ農業開発センター：現場事務所を設置し、水稲を中心とする種子選抜試

　　　　　　　　　　　　　　　　　験、種子生産、水稲栽培試験、多様化に向けた技術改

　　　　　　　　　　　　　　　　　善、展示、普及員･中核農民対象の研修を行う。

　プロジェクト・チームを中心とする実施体制図を別添資料６－３に示す。
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４－９－２　プロジェクト運営体制

　本プロジェクトをカンボジア政府の農業開発の政策的枠組みに組み込み、国家政策における

位置づけを明確にし、そのうえで農民参加によるプロジェクトを円滑に実施することにより、

農林水産省農業普及局を通じてその発現効果を広く普及させることが可能となる。そのため

に、本プロジェクトの運営にあたっては次の委員会を設置・開催する。

〈合同調整委員会〉

（1）機能：

①　討議議事録（R／D）に記載の内容に沿って、年間作業計画（Annual Work Plan）

を検討、承認する。

②　上記年間作業計画の達成度を検討するとともに、プロジェクトの進行状況と年間

経費をレビューする。

③　プロジェクトの実施において発生する主要な問題について、意見交換を行い、検

討を加える。

（2）構成メンバー：

①　議長：農林水産省次官

②　カンボジア側メンバー：農林水産省農業・農地改良局長

　　　　　　　　　　　　　農林水産省計画・統計・国際協力局長

　　　　　　　　　　　　　農林水産省農業普及局長

　　　　　　　　　　　　　水資源気象省代表者

　　　　　　　　　　　　　地方開発省代表者

　　　　　　　　　　　　　経済財務省代表者

　　　　　　　　　　　　　女性・退役軍人省代表者

　　　　　　　　　　　　　カンボジア開発評議会（CDC）代表者

　　　　　　　　　　　　　Special Program for Food Security（SPFS）代表者

　　　　　　　　　　　　　バッタンバン州農林水産局長

　　　　　　　　　　　　　Project Manager（バッタンバン州農林水産局次長）

③　日本側メンバー：チーフアドバイザー／営農

　　　　　　　　　　業務調整／研修

　　　　　　　　　　JICA カンボジア事務所長

　　　　　　　　　　プロジェクトに関係する JICA 専門家

④　オブザーバー：日本国大使館代表者（その他、議長が認める者）



－ 53 －

（3）開催時期：最低、毎年１回

（4）開催場所：プノンペン

〈運営委員会〉

（1）機能：プロジェクトの実施にかかわる計画、運営、モニタリング、調整、評価を行

　　　　　う。

（2）構成メンバー：

①　議長：農林水産省農業・農地改良局長

②　副議長：チーフアドバイザー／営農

③　カンボジア側メンバー：バッタンバン州農林水産局長

　　　　　　　　　　　　　Project Manager（バッタンバン州農林水産局次長）

　　　　　　　　　　　　　プロジェクト・チームの各部門代表者

　　　　　　　　　　　　　バッタンバン州水資源気象局代表者

　　　　　　　　　　　　　バッタンバン州女性・退役軍人局代表者

　　　　　　　　　　　　　バッタンバン州地方開発局代表者

④　日本側メンバー：業務調整／研修及び各専門家

　　　　　　　　　　JICAカンボジア事務所代表者

⑤オブザーバー：その他、議長が認める者

（3）開催時期：最低、年２回

（4）開催場所：バッタンバン州

４－ 10　事前の義務及び必要条件

　前述のとおり、プロジェクト開始前に確認を必要とする条件は、イタリア政府、FAOなどの関

係機関との、プロジェクトで計画している活動面での調整がなされることである。また、ここで

計画したプロジェクト実施の外部条件に変動があっても、計画した目的は達成できない。した

がって、計画した目的達成のための外部条件に変動がないか否かを確認することも必要である。

　このようなプロジェクト開始の前提条件の確認を通じ、農林水産省と州農林水産局、地域農民

が一体となった主体性と強いコミットメントを確認することも重要である。
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５．プロジェクトの総合的実施妥当性

５－１　妥当性

５－２　有効性（目的達成見込み）

妥当性分野

公共事業・ODAとしての適格性

我が国の国別事業実施計画との整合性

相手国のニーズに対する整合性

参加型の計画作成

適切な運営組織形態の構築

妥当性の検証

貧困層の生計改善を保証するための活動である。

我が国の国別援助計画では、諸改革支援、経済基礎イ
ンフラ、農村開発等貧困対策を通じた持続的な経済成
長と安定した社会の実現を重点課題としている。

カンボジアの中核産業である農業において、特に稲作
はその基幹を成す作柄であり、全作付面積の90％を占
める。このような稲作を中心とした営農技術の向上
ニーズは大きい。

プロジェクト開始後の社会経済調査に基づき、中央政
府代表者、対象地域の州政府職員、農民等が参加して
プロジェクト活動の計画を作成し、その後、実施期間
中は、活動のモニタリング、評価を行う。

中央政府、州政府、農民が参加したプロジェクト実施
体制を構築し、中央政府職員を中心とする合同調整委
員会及び対象地域の関係者を中心とする運営委員会で
運営・実施するという最もプロジェクトに適した形態
となっている。

目的達成項目

計画の論理性の観点

目標の妥当性の観点

我が国技術の優位性の観点

目的達成見込み

PDMで示した「活動」－「成果」－「プロジェクト目標」－「上
位目標」の関連は、目的－手段との関係で明確かつ論理的である。
また、各上位目的に達するための外部条件も、プロジェクトの範
囲外においてプロジェクトに影響を与えるものであるが、満足さ
れる可能性も高い。外部条件の変化については、プロジェクト実
施中もモニタリングされる。

対象グループはほとんど稲作農民であり、稲作の増収と稲以外の
収入源の創出という目標の設定は妥当である。

稲作技術、小規模農家の経営、水管理組合の支援など我が国の経
験が十分に生かせる分野である
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５－３　効率性

　我が国及びカンボジア側が投入する内容は、現時点では、「活動」を行うための必要最低限度

の内容となっている。

５－４　インパクト

インパクトの分類

プロジェクトの実施
によるインパクト

環境面インパクト

インパクトの内容

上位目標の達成見込み

制度的インパクト

技術的インパクト

経済的インパクト

環境面その他で悪影響
のないこと

妥当性

上位目標である「コンピンプイ地域の農家の生
計が安定する」「バッタンバン州の農業生産性が
向上する」の達成可能性は、本プロジェクトで
達成されたレベルが維持されれば、十分高い。

農民と政府職員を含めた実施体制により、既存
の資源を最大限活用し、自立発展性のある営農
体系の改善を図るものであり、このようなアプ
ローチは、新しい試みとして制度的インパクト
が期待される。

新しい栽培技術のほか、営農体系改善アプロー
チについても、新たな手法としての技術的イン
パクトは大きい。

農民の所得向上を念頭に置いて、農業生産性を
図ることが目的であることから、経済的インパ
クトがもたらされる。

本プロジェクトでは、農薬の適切使用を含め
た、農業生産性改善に必要な環境配慮がなされ
る。特に、環境面でのネガティブ・インパクト
はみられないが、プロジェクト実施にあたって
は、限られた水の利用などの面で環境に悪影響
を与えないよう注意を必要とする。
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５－５　自立発展性

　ここでは、カンボジア特有の人材不足、男女者数の不均衡、財政問題が自立発展の大きな阻害

要因となる。当面は、各ドナーによるこれらの問題への対応のための支援を必要とすると思われ

る。

５－６　総合的実施妥当性

　国家の復興と開発を進める現在のカンボジアにとって、貧困緩和の観点から農業の振興は欠か

せない要素である。そのなかでも、全作付面積の90％を占める稲作は農民にとって最も重要な作

柄であり、今後とも、コメの増産・質の改善は重要な課題の１つである。他方、肉類、野菜、果

物などへの需要の変化が発生するなかで、農業経営の改善・多角化が求められている。このよう

な状況のなかで、優良な水稲種子の生産・供給と稲作技術の改善、さらに、水稲を基幹とする農

作物の多角化を含む営農体系の改善を図る本プロジェクトは、現在のカンボジア農業の求める方

向への重要な役割を果たすものであり、その意義は大きい。

　このような点を考慮すると、プロジェクトの「妥当性」の面では、カンボジアの復興・開発ニー

ズに基づいた協力であることは明白であり、我が国ODAの方向性・援助計画に沿った公共性の

ある事業であることも確認できる。さらに、受益者参加型の計画策定が図られ、適切な組織形態

でプロジェクトの運営が図られることなどから、このプロジェクトは妥当なものである。

　プロジェクト全体は論理的に組み立てられ、プロジェクト目標のレベルではコンピンプイ地域

に限定しており、実現可能なものと考えられる。ただし、プロジェクト目標である、「農業生産

自立発展性項目

組織能力

財務能力

社会的・環境的・技術的受容能力

自立発展性の検証

プロジェクトへ投入されるカンボジアC／Pの経験・能力を
プロジェクト開始前に確認する必要がある。さらに、上位目
標を達成するためには、いかに有能な州レベル職員や普及員
を確保できるかが大きな課題である。

カンボジアの国家財政には負担能力に限度があり、ドナーの
支援に依存するところが大きいが、上位目標の達成には、財
政・人的資源の比較的大きい地域から順に普及拡大するのも
一案である。

本プロジェクトでは、既存の資源の有効活用を基にしている
が、新たな品種、営農多角化、組合活動等の、農民に対して
は新しい分野でのチャレンジ的要素が含まれる。そのため
に、地域農民によるFarmer to Farmerの啓発活動を必要とす
るが、他地域への普及においては、地域農民の各種受容能力
が異なることから、適切な啓発活動が各地域における普及の
鍵を握ることになる。
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性」の具体的指標については、受益者である農民の参加により得られる意見を踏まえた現実的な

ものであるべきで、プロジェクト開始後に行う社会開発調査のなかでより明確にし、農民の視点

にあった指標にする必要がある。

　投入面では、活動を行うための必要最低限度の内容となっている。これは、カンボジアの自立

発展性に考慮したものである。プロジェクトのインパクトの面では、カンボジア側に与える、政

策、制度、経済、技術、社会、文化面のインパクトは期待できる。

　以上のような点から、このプロジェクトは全体として妥当な内容であると判断されるが、問題

点は、プロジェクト実施後の「自立発展性」の面である。特に、同国特有の人材不足と財政問題

が自立発展の大きな阻害要因となる。したがって、当面の間は、特に財政面でのドナーの援助が

必要と思われる。しかしながら、プロジェクトにおいて支援する農民組合の強化・促進が農民の

自助努力と自立心を助成し、それまで改善・開発された技術を地方自治体と農民が自ら維持・発

展していく原動力となることが期待できる。

６．プロジェクトドキュメントの別添資料

６－１　PDM

６－２　プロジェクト「活動」及び「活動内容」（Plan of Operation）

６－３　プロジェクト実施体制図

６－４　日本側派遣専門家の TOR

６－５　農林水産省組織図

６－６　農林水産省農業・農地改良局組織図

６－７　バッタンバン州農林水産局組織図

６－８　ベクチャン農業試験場及びコンピンプイ農業開発センターの保有施設・機材・備品

６－９　バッタンバン州・コンピンプイ地域の土地利用状況

６－10　バッタンバン州・コンピンプイ地域の雨期米生産状況(1999 ～ 2001)

６－11　バッタンバン州・コンピンプイ地域の乾期米生産状況(1999 ～ 2001)

６－12　バッタンバン州・コンピンプイ地域の農業技術
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